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読者の皆様

『インド太平洋防衛フォーラム』にようこそ。今号のテーマは「国家主権」
です。
インド太平洋の同盟諸国とパートナー諸国は、主権に関する共通の

理解を軸に結束して国際関係を導き、地域の安全と安定を保証する「ル
ールに基づく秩序」のベースラインを確立しています。 
本フォーラムでは、インド太平洋諸国が外部勢力の干渉を受けずに

存在する権利を確保する上で、軍隊と治安機関が果たす役割を探ります。
それらの権利には、各国の自治権と、外国または国内の脅威から国家を
防衛する権利が含まれます。
さらに今号では、部隊の訓練や軍事技術の開発、インターネットの自

由の保護、宇宙空間の管理などを取り上げ、主権を守るとはどういうこ
とかを考察。同盟諸国、パートナー諸国、同志諸国が現代的な主権の概
念を中心に団結し、平和と繁栄を保持することの重要性も明らかにします。
冒頭の特集で、太平洋フォーラムのインド太平洋外交・安全保障政

策プログラムのシニアディレクターであるジョン・ヘミングス博士（Dr. 
John Hemmings）は、南シナ海紛争から大量破壊兵器の拡散、強引な
経済政策まで、インド太平洋で高まる緊張の多くは主権の概念のずれに
起因すると論述。そのうえで、米国とその同盟諸国やパートナー諸国、
地域のその他の国々が足並みを揃えられるようにするには、主権の定義
（秩序の概念を含む）をめぐる問題に対処すべきであると主張します。 
別の洞察に富む分析において、カナダ・ニューブランズウィック州セ

ント・トーマス大学の教授であるショーン・ナリーン博士（Dr. Shaun 
Narine）は、東南アジア諸国連合（ASEAN）が加盟国の主権をどのよ
うに定義しているかを探ります。博士は、さまざまな課題を乗り越えた
ASEANが地域での影響を競い合う勢力を一つにまとめ、外交関係と経
済の発展を促進してきたと解説します。 
一方、シンガポール陸軍のフレデリック・チュウ准将（Brig. Gen. 

Frederick Choo）は、シンガポールが兵士を訓練するために取り入れた
地理的制約の克服方法と、いかに陸軍が他地域の軍隊と連携してスキル
や信頼を構築し、相互運用性を高めているかについて情報を共有します。
FORUMのスタッフの記事では、デジタル主権の名の下になされる

権威主義的な統制に同盟諸国やパートナー諸国が抵抗すべき理由と、宇
宙の共用空間で認められている活動を保護するための戦略を軍事同盟国
がどのように策定しているのかなどのトピックを取り上げます。
これらの記事が、国家主権の確保の重要性をめぐる地域の対話を促進

することを願っています。読者の方々のコメントをお待ちしております。
ご意見やご感想がありましたら、ipdf@ipdefenseforum.comにお寄
せください。

インド太平洋の行方

『インド太平洋防衛フォーラム』 は、インド太

平洋地域の軍関係者に国際的な公共討論の場を

提供することを目的として、米インド太平洋軍

司令官が四半期ごとに発行している軍事専門誌

です。本誌に記載されている意見は、当該司令

部または米国政府の他の機関の方針や見解を表

明するものではありません。特に記載のない限

り、記事はすべて FORUM スタッフが執筆した

ものです。国防総省の規定と必要性に応じて公

共事業を実施するために、国防総省長官は本誌

の出版は必要不可欠であると判断しています。

ISSN 2333-1593（印刷版）
ISSN 2333-1607（オンライン版）

発行者

インド太平洋防衛フォーラム
プログラムマネージャー 

HQ USINDOPACOM Box 64013
Camp H.M. Smith, HI 96861 USA

ipdefenseforum.com
E メールアドレス：

ipdf@ipdefenseforum.com

米インド太平洋軍（USINDOPACOM）
リーダーシップ

ジョン・C・アクイリノ	
（JOHN C. AQUILINO）
米国海軍、大将、司令官

スティーブン・D・スクレンカ	
（STEPHEN D. SKLENKA）

米国海兵隊、中将
副司令官

ジェフリー・T・アンダーソン	
（JEFFREY T. ANDERSON）

米国海軍、少将
作戦部長

よろしくお願いいたします。
FORUM スタッフ
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48 巻、1 号、2023 年
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寄稿者

フレデリック・チュ
ウ准将（Brig. Gen. 
Frederick Choo）は、
シンガポール国防軍
（SAF）の総幕事務局
参謀長兼監察総監で
あり、チーフ・サス
テナサステナビリテ

ィ・オフィサー。1998 年に SAF に入隊
し、装甲担当将校として訓練を受けた。
その後、シンガポール第 3師団長、シン
ガポール第 8装甲旅団長、シンガポール
第 42装甲連隊大隊長などを歴任。人事
部門の副部長（人事政策担当）、共同計画・
変革責任者、陸軍本部参謀総長といった
SAFおよびシンガポール国防省の役職も
経験している。30 ページに掲載

議論に参加
ご意見をお聞かせください！

『インド太平洋防衛フォーラム』は、インド太平洋地域で軍事および安全保障に従事する
人々を対象にした刊行物です。米インド太平洋軍司令部が四半期ごとに編集・発行する
本誌は、テロとの闘いから国際協力、自然災害まで、地域全体の安全保障の取り組みに
関する話題を取り上げ、深く掘り下げた高品質なコンテンツを提供しています。 

『インド太平洋防衛フォーラム』ではオン
ライン版にさらに幅広いトピックを掲載。
毎日新しい記事をお届けします。次のウ
ェブサイトでご覧ください。
www.ipdefenseforum.com
ウェブサイトでは以下が可能です：
n	 オンライン限定コンテンツへのアクセス
n	 バックナンバーの閲覧
n	 記事の投稿方法を知る
n	 無料定期購読のお申し込み
n	 ご意見・ご感想の送信

次の 11 言語でお読みいただけます！
中国語（簡体字および広東語）
英語
ヒンディー語
インドネシア語
日本語
クメール語
韓国語
ロシア語
タイ語
ベトナム語

Facebook、Twitter、Instagram、 
WhatsApp: @IPDEFENSEFORUM、LINE：@330WUYNT 
詳細については裏表紙をご覧ください。 

iTunes またはGoogle Play Store で
「FORUMNEWS」を検索し、無料の
アプリをダウンロードしてください。

アプリを 
ダウンロード

ショーン・ナリーン博士
（Dr. Shaun Narine）
は、カナダ・ニュー
ブランズウィック州
フレデリクトンにあ
るセント・トーマス
大学の政治学および
国際関係学の教授。

東南アジア諸国連合（ASEAN）を中心に、
インド太平洋地域の制度的、政治的およ
び経済的な発展に焦点を当てた研究を行
っている。ASEAN問題に関する 2冊の
著書と多くの論文を発表し、アジア、ヨ
ーロッパ、中東におけるカナダの外交政
策についても執筆を行ってきた。現在は、
国際システムにおける勢力シフトの問題
と、欧米志向の理論パラダイムが政策立
案者に与える影響をテーマとする研究に
取り組んでいる。54 ページに掲載

ジョン・ヘミング
ス博士（Dr. John 
Hemmings） は、
ハワイ州ホノル
ルのパシフィッ
ク・フォーラム・
インターナショ
ナル（Pacific 

Forum International）でインド太
平洋プログラムのシニアディレクタ
ーを務めている。前職は、同じくホ
ノルルにあるダニエル・K・イノウ
エ・アジア太平洋安全保障研究セン
ターの准教授。ワシントンに拠点を
置く戦略国際問題研究所（CSIS）
の非常勤フェローであり、ロンドン
に拠点を置く戦略地政学評議会（ 
CSIS ）のジェームズ・クック（James 
Cooke）・フェローでもある。専門は
米国のインド太平洋戦略に焦点を当
てた同盟と戦略的競争。10 ページに掲載

IPDF
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地域全体の展望

オーストラリアとニュージーランドが、太平洋をめぐる共通の展望を確認 

オーストラリアのアンソニー・
アルバニージー（Anthony 
Albanese）首相は、ニュー

ジーランドのジャシンダ・アーダー
ン（Jacinda Ardern）前首相との共
同記者会見で、「オーストラリアと
ニュージーランドは、中国が影響力
の拡大を目論む太平洋島嶼国につ
き、足並みを揃えた政策を打ち出し
ている」と述べた。

アーダーン首相は、アルバニー
ジー首相が 2022 年 5 月の選挙で 
首相に就任して以来初めてオースト
ラリアを訪問した外国のリーダーで
ある。

オーストラリア、ニュージーラ
ンドおよび米国は、中国政府がソロ
モン諸島と締結した新安全保障条約
により、現地に中国の軍事基地が建
設される可能性があるとの懸念を表

明した。当のソロモン諸島と中国は、
これを否定している。

アルバニージー首相は、「我々は
太平洋の問題について足並みを揃え
ている」とし、「アーダーン首相と、
そして、民主的な周辺諸国との今後
の連携に期待している」と述べた。

アルバニージー首相は、このほ
か、自身の政権が温室効果ガス排出
に関する対策の強化を約束したとも
述べている。太平洋に浮かぶ低海抜
島嶼国の多くは、気候変動を自国の
存亡にかかわる最も差し迫った脅威
とみなしている。

アーダーン大統領は、「太平洋地
域は気候変動を第一の脅威として挙
げている」とし、「ニュージーラン
ドとしてもさらに多くの努力が求め
られているが、オーストラリアとの
連携を歓迎する」と述べた。AP 通信

バイデン、マルコス 
両大統領が

両国の同盟を
再確認

フィリピンのフェルディナンド・マルコス・ジュニア
（Ferdinand Marcos Jr.）大統領と米国のジョー・バイ

デン（Joe Biden）大統領は、2022 年 9月に初の直接会談を
行い、両国の同盟の重要性を振り返った。バイデン大統領は、
「フィリピンの防衛に対する米国の強固なコミットメントを
再確認」している。 
両大統領の会談は、マルコス大統領が選挙で圧勝し政権

に就いた 4か月後に、ニューヨークでの国連総会に合わせて
行われた。
フィリピン政府と米国政府は 1951年に相互防衛条約を締

結しており、バイデン大統領は、両国が「きわめて重要な関係」
にあると述べている。
ホワイトハウスは、大統領は「この同盟が数十年にわた

り両国を強化してきたと考えている」と語ったという。
さらに、両大統領が、フィリピンを含む複数の国が中国と

の長期にわたる領土紛争に巻き込まれている南シナ海の問題
に加えて、エネルギー安全保障、気候変動対策、インフラ、
ロシアのウクライナ侵攻がエネルギー価格や食糧安全保障に
及ぼす影響、ミャンマー危機などについて協議したと発表した。
2016 年には、南シナ海をめぐる中国の勝手な言い分を認

めず、フィリピン政府の主張を認める国際仲裁裁判所の裁定
が下ったが、中国政府はこれを受け入れていない。戦略的水
路にあるフィリピンの排他的経済水域にも、中国船が絶えず
侵入している。
就任前に 2016年の裁定の正しさを改めて訴えることを約

束したマルコス大統領は、「米国がこの地域の平和維持に果
たす役割は、同地域のすべての国々とりわけフィリピンで高
く評価されている。（私は）ここ数か月の間に発生した複雑
な状況を乗り越えて平和を維持しつつ、今度も両国が共に、
そして個別に果たしていく役割についてさらに話し合うこと
ができるよう願っている」と述べた。
2022 年 3月、両国は、その最大規模の合同軍事演習の一

つである「バリカタン」を実施した。当局者らは、この演習
が中国の海洋問題をめぐる両国の強力な絆のメッセージとな
ることを期待すると述べている。（写真：2022 年 4月にフィ
リピンで行われた「バリカタン」演習で、襲撃訓練を行うフ
ィリピン海兵隊と米国海兵隊）
マルコス大統領は、国連総会における演説で、「国際法に

準拠し公平と正義の原則に則ったオープンかつ包括的、そし
てルールに基づく国際秩序」の尊重を呼びかけた。Benar News

DVIDS
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日本がチェック体制を
強化

外国人留学生の身元を確認

フィリピン沿岸警備隊（PCG）のアルテミオ・ア
ブ（Artemio Abu）隊長が 2022 年 5 月に述べ
たところによると、フィリピンは、同国が紛争

中の南シナ海で主張している水域と小島の領有権を行
使するために、ブイを設置し、指令所を開設した。

アブ隊長は、現地のラジオ局に、「フィリピン沿岸
警備隊がラワク島、リカス島、パローラ島およびパグア
サ島の近くに設置した 5 基の航行ブイは、それぞれ長
さ 9 メートルほどで、国旗を掲げている」と説明。「我
が国の主権をはっきりと示す印の設置に成功した」こと
を歓迎した。

同隊長によると、フィリピン沿岸警備隊は、南シナ
海（フィリピンでは「西フィリピン海」として知られる）
におけるフィリピン政府の海上領域認識を高めるため、
ラワク島、リカス島およびパローラ島に監視所も設置し
ている。この水路を通過する国際貿易の規模は、年間約
5 兆米ドルに上る。（写真：南シナ海監視所の骨組みを
設置するフィリピン沿岸警備隊の隊員たち）

フィリピンが保有する最大の領土であり一般国民が
暮らす島でもあるパガアサ島の付近では、ベトナムや中
国の漁船および中国海警局の艦船が確認されている、と
アブ隊長は言う。

中国海警局の船は以前にも、紛争海域にあってフィ
リピン海兵隊員が配置されている前哨基地への補給任
務中だったフィリピン船舶に対し、航行妨害などの嫌が
らせを行っている。 

アブ隊長は、フィリピン沿岸警備隊の新しい前哨基
地が、「海上の安全、洋上捜索と海難救助、海洋環境の
保護を促進する我が国の能力を向上させる」と述べた。

南シナ海で領有権を主張しているのは、ブルネイ、
マレーシア、フィリピン、中国、台湾およびベトナムで
ある。自らを領海紛争の当事国とはみなしていないイン
ドネシアも、ナトゥナ諸島沖の南シナ海海域については
領有権を主張している。

2016 年に国際裁判所が言い渡した判決では、200
海里の排他的経済水域と広範囲の大陸棚に対するフィ
リピンの主権が認められ、中国政府が事実上全海域に
対して行っていた領有権の主張は法的に無効とされ
た。Benar News

日本は、中国など諸外国への技術漏出を防ぐために、
海外からの留学生と学者のチェックを強化するよう
大学に要請している。これは、国家安全保障のため
の動きであると同時に、欧米の大学との交流を守る
ための動きでもある。
当局者は、最近米国で相次いだ中国の学者の逮捕

が日本に警鐘を鳴らしたと語る。
サプライチェーンの混乱、知的財産の盗用、サイ

バー攻撃などが深刻化する中、経済安全保障は世界
中の政策立案者にとって最優先事項であり、外交協
力の重要な分野となっている。
日本で進む学会の監視の強化は、2022 年 6月に

経済安保推進法案が可決されたことに伴う輸出管理
拡大の動きの一環である。
新たなガイドラインは、大学に対し、経歴チェッ

クの実施と、外国の政府や防衛関連機関とつながり
がある者の通報とを求めている。（写真：東京大学の
キャンパスを歩く学生たち）
在日米国大使館は、この改訂ガイドラインを歓迎

するとした上で、米国は、研究の安全保障を脅かす
「現実の深刻な」問題から日本と日本の大学を守るた
めの支援方法を模索すると述べた。
政府のデータによると、2020 年に日本で学んで

いた留学生ほぼ28万人のうち44%は中国籍。一方、
2019 年の日本人研究者の渡航先のトップは米国、次
いで中国だった。ロイター

フィリピンが
領土主権を強調

AP 通信

7IPD FORUMFORUM



新
疆ウイグル自治区の当局者が発表した 2
件の報告書（1件は同地区の最高裁判所、
もう 1件は検察官グループのもの）は、
中国共産党によるウイグル人抑圧戦略の

舞台が、いわゆる再教育キャンプから監獄に移行し
つつあることを示している。
2022 年 3月に新疆ウイグル自治政府の公式ウェ

ブサイトで公開されたそれらの報告書には、同年の
司法統計が大々的に掲載されている。だが、学者や
アナリストは、これらの数字から戦略の変更、つまり、
中国北西部の新疆で暮らすウイグル人その他の少数
民族を起訴する際には、相変わらず腐敗してはいる
が以前より公式な手段に訴えるという戦略へのシフ
トが見て取れると指摘する。

新疆ウイグル自治区人民検察院のリ・ヨンジュン
（Li Yongjun）院長は、2022 年 1月の同自治区第 13
期全国人民代表大会第 5回会議で、約 12,900 件の
犯罪を伴う 28,490 件の事件に関わった 44,600 人以
上が、検察院の検察官らにより拘束または起訴され
たと発表。
その上で、「安全な新疆の構築が実質的に促進さ

れた」とコメントした。
バハルグル・セメト（Bahargul Semet）裁判長

の報告にによると、2021 年に同地区の裁判所が処

ラジオ・フリー・アジア（RFA）

人権活動家によると、中国共産党は、ウルムチ第 3拘置所を含む
新疆ウイグル自治区の拘置所ネットワークに、180 万人のウイグ
ル人やその他のチュルク系少数民族を収容している。AP 通信

あるウイグル人学者
の裁判の前に、新疆
ウイグル自治区の裁
判所に通じる道路を
封鎖する中国警察
AFP/GETTY IMAGES

中国共産党による	
ウイグル人の弾圧が「再教育」から
投獄にシフト（アナリストの見解）

人権に関する最新情報IPDF
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理した事件の数は 668,900 件。うち 606,200 件が非
公開である。一方、最高裁判所では 5,820 件の事件が
審理され、うち 5,271 件は結審している。
中国共産党によるウイグル人の虐待を記録してきた

ドイツの研究者アドリアン・ゼンツ（Adrian Zenz）
氏は、新疆における事件と捜査の件数が 2018 年から
ほぼ倍増したと述べた。
ゼンツ氏によると、裁判にウイグル語の通訳が付く

ケースが増加したことに加えて、「中国政府による同地
区での弾圧が、これまでの中心だった再教育から、大
量のウイグル人を懲役刑に処すというやり方に移行し
ている」ことを示す統計もあるという。「ウイグル人は
収容所から解放されたわけではなく、監獄に移された
だけだ」と氏は語る。
「新疆は、毎年何人の「犯罪者」が判決を受けて
いるかを隠し続けている」とゼンツ氏は言葉を続け
る。「この数字の報告が 2018 年から途絶えている
ということは、残念ながら、中国がウイグル人を再
教育キャンプから監獄に移す戦略を世界に隠してい
るということだ」
中国の司法・法制度に詳しい学術弁護士でシカゴ大

学の客員教授でもある滕彪（Teng Biao）は、「新疆で
は裁判所が弾圧の道具になっている」と指摘する。
バハルグル裁判長は、国営の経済・準軍事機関であ

る新疆生産建設兵団の運営する裁判所が 8万 800 件の
事件を処理しており、うち 71,000 件は結審済みであ
ると述べた。「ビントゥアン（兵団）」として知られる
この組織は、ウイグル人の人権侵害に関わったとして

米国の制裁対象となっている。
中国共産党は、2017 年以降、180 万人のウイグル

人やその他のチュルク系少数民族を新疆ウイグル自治
区の収容所ネットワークに収容してきたと考えられて
いる。中国政府は、収容所は職業訓練センターである
と主張し、新疆のイスラム教徒を虐待してきたという
申し立てを裏付ける広く共有された記録の内容を否定
する。
人民法院からは、このほか、オンラインで処理され

る事件の件数が増えたことも報告されている。

2022 年 1月、インドネシア・ジャカルタにおける集会で中国共
産党によるウイグル族の虐待に抗議する活動家たち。ロイター

ウイグル人の収容施設
第1階層：再教育センター（軽警備）
第 2階層：再教育センター（重警備）
第 3階層：厳重警備の刑務所
第 4階層：行政収容センター

中国

モンゴル

カザフスタン

キルギスタン

チベット

青海省

出典：アメリカ国家地球空間情報局（NGA）およびオーストラリア戦略政策研究所

イラスト：FORUM

バインゴリン
アクス

クズルス

ホータンカシュガル

ボルタラ
カラマイ

アルタイ

サンジ

トルファン

クムル

ウルムチ

タルバガタイ

イリ

甘粛省

インド側
カシミール行政区

アクサイチン

シアチェン
氷河地帯

パキスタン側
カシミール
行政区
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主権は、国際関係において最も重要な概念の一
つである。国家間の関係を導きルールに基づ
く秩序のベースラインを設定するうえで中心

的な役割を果たすという意味では、おそらく権力と
同程度に重要であろう。30年戦争の後の 1648 年に
ヨーロッパで締結されたウェストファリア条約によ
り、主権国家の概念が確立された。それによって近
代的な国際関係の枠組みも作られたというのは、多
くの学者が主張するところである。今でこそ当たり
前になっているが、現在の世界秩序の基盤である主
権国家の概念は、条約によって作られたものであり、
自らの境界の内側における平和、外交の実践、条約
の実施、そして最終的には戦争の遂行について責任
を負う主体に転換される。 
条約前のヨーロッパの諸侯国には、限られた主権

しかなかった。各国の支配者の正統性はほとんどが
ローマ教皇庁によって授けられ、教皇庁は信者を支
配していた。同様に、インド太平洋地域でも、歴史
的に中国中心の秩序が主権を規定してきた。多くの
支配者は、中国の覇権の原則すなわち「天下」（Tianxia
「天の下」と訳される。）を受け入れるのと引き換えに、
中国の皇帝から正統性を授けられる必要があった、
と学者らは分析する。したがって、1648 年から後の
定義による主権は、単に属地性を確立しただけでな
く、名目上の平等を生み出したと言える。

揺るぎない関連性
安全保障の関係者にとって、主権の概念は日常業務
の周辺にあるものに過ぎないかもしれない。だがこ
れには、一見しただけではわからない重要性がある。
国連憲章第 1章第 2条には、国連が「すべての加盟
国の主権の平等という原則に基づく」旨が明記され
ている。この主権平等の原則は、その重要性がポス
ト植民地主義、領土紛争および人権問題によって浮
き彫りになったインド太平洋地域においても同様に
重要である。 
2022 年 6月にシンガポールで開催されたシャ

ングリラ・ダイアローグ（アジア安全保障会議）で

は、岸田文雄首相とロイド・オースティン（Lloyd 
Austin）米国防長官を含むほぼすべての講演者が、
少なくとも一度は主権に言及した。中には、この言
葉をそれぞれ 7回も使ったフランスのセバスチャン・
ルコルヌ（Sebastien Lecornu）国防相やベトナム
の国防相であるファン・ヴァン・ジャン大将（Gen. 
Phan Van Giang）のように、より踏み込んだ発言
を行った講演者もいる。主権の概念は、その根本的
な影響ゆえに重要であるだけでなく、南シナ海から
東シナ海、「債務の罠」外交から中印関係、そして経
済的圧力から影響作戦に至る地域の亀裂や爆発点の
背後にあるものだ。これらの緊張の中心にあるのは、
ただの異なる主権の概念化ではなく、秩序の異なる
概念であると言ってよい。秩序に対する中国の階層
的アプローチで最も危ういのは、ほとんどの概念の
定義に含まれる名目上の平等である。主権などのテ
ーマに原則のレベルで取り組まなければ、米国と他
の地域諸国との間に調整のコアエリアを見つけるこ
とはできない。

このコンセプトがインド太平洋の
ルールをベースとした秩序の基盤の鍵となる理由
ジョン・ヘミングス博士（DR. JOHN HEMMINGS） / 太平洋フォーラムインターナショナル

南シナ海の紛争水域で中国による占拠が続いていることを受け、
フィリピンのマカティで国家主権の擁護を求める抗議者たち。AP 通信

軍事クーデター後に民主主義の回復を要求すべく	
ミャンマーのヤンゴンに集まったデモ隊。AP 通信

主権とは何か



中国の一帯一路（OBOR）計画（「一帯一路イニ
シアチブ（BRI）」と呼ばれることもある）が過去 10
年間で世界のメディアから大きな注目を浴び、さま
ざまな国が中国のインフラ整備融資を受け入れる契
機となったことについて考えてみよう。中国は、自
国を公共財の提供と開発の善良な提供者に見立てよ
うとしたが、これらの取り組みの戦略的な性質は地
域全体で批判的に見られた。2017 年、インドの学者
ブラフマ・チェラニー氏（Brahma Chellaney）は、

自らが作った「債務の罠」外交という言葉で多くの
人々の不安を表現した。中国の気前の良さは他国を
中国政府に依存させるためのものであり、同政府の
政策の優先順位次第だとしている。この懸念はイン
ドの領土主権観にも及んだ。「『一帯一路』に対する
我が国の立場は明確で、変更もない。（中略）いずれ
の国も、主権と領土保全をめぐる重要な懸念を無視
するようなプロジェクトを受け入れることはできな
い」インド外務省の報道官は、2018 年 4月の声明
でこのように述べた。

主権の定義 
ウェストファリアの定義において、主権は、国家の
属地性と内政不干渉の原則に基づくとされている。
多くの国家がこの説明を支持する言葉を使っている
ものの、この地域には、主権の定義について３つの
微妙に異なるアプローチがある。

伝統的または厳密な意味での主権 
1 つ目は、ウェストファリア条約に由来する主権
の歴史的概念で、インド太平洋地域の多くの国家
が最も支持するアプローチである。西欧帝国主義
と地域の紛争の歴史とを考えると、これはある程
度は理にかなったことである。たとえば東南アジ
ア諸国連合（ASEAN）は、その憲章に則り内政不
干渉と自決の原則に基づいて発足したことから、
自らをウェストファリア型主権のモデルとみなし
ている。ASEAN諸国がミャンマーのロヒンギャ人

2022 年 5月、カンボジアのプノンペンで開かれたミャンマーの	
人道支援に関する会合で発言する東南アジア諸国連合（ASEAN）	
のリム・ジョック・ホイ（Lim Jock Hoi）事務総長（当時）。AP 通信
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道危機に関わりたがらないのは、内政不干渉の原
則をどこまで適用すべきかについての意見がまと
まっていないためである。BBCの報道によると、
2021 年 2月に発生したミャンマーのクーデターの
直後に、インドネシアがASEANの対応を提案し
たものの、賛同したのはブルネイ、マレーシア、
シンガポールのみで、カンボジア、ラオス、フィ
リピン、タイ、ベトナムは事態を内政問題として
扱った。

責任ある主権 
主にカナダ、米国、多くの西欧諸国などが支持す
る第 2の定義は、主権を条件付きにしているとい
う点で、元のウェストファリアの定義とはやや異
なる。国連は、保護する権利を責任としてとらえ、
主権の概念を強化するものであると考えている。
国連の社会契約の伝統に基づくこの定義によると、
国家にはその市民に福祉を提供する責任がある。
特定の国家に市民を保護する意思がなかったり、
実際に人権侵害を行っていたりする場合には、「よ
り広範な複数国家の共同体」がその責任を引き受
けることになる。
西側諸国は、たとえばミャンマーの人権侵害に

ついてASEAN諸国の支持を求める場合、この主

権観の違いを理解する必要がある。その一方で、
2005 年 9月世界サミットの国連総会で可決された
決議により、「責任ある主権」の原則が受け入れら
れたことは特筆に値する。 

階層的主権 
最後は、中国が推進・追及しているやや矛盾した
形の主権である。中国政府は、1954 年に導入し
た「平和共存五原則」に明記されている重要課題

のうち属地性および不干渉を優先すると
言いながら、領土については恣意的な主
張を繰り返している。たとえば、独立統
治の台湾については清朝時代（1644 ～
1911 年）に遡って領有権を主張してい
るが、かつて元王朝（1271 ～ 1368 年）
の統治下にあった現代のモンゴルの一部
についてはそのような主張をしていな
い。「責任ある主権」に関しては、中国
共産党による一党支配の概念を常に強調
し、国の発展、文化、価値観は考慮され
るべきとしながらも、外部勢力が他国の
問題に介入することには断固反対してき
た。また、民族の主権についても独自の
概念がある。たとえば、中国共産党の影
響力を行使する代理人であり、同党に反
対する者の追及も行う中国系の外国人に
は、治外法権が適用されるべきだと主張

する。さらに、中国は、国連海洋法条約（UNCLOS）
などの主権に関する合意を簡単には受け入れてこ
なかった。弁護士であり、米国海軍大学校（U.S. 
Naval War College）で戦略研究の教授も務める
ピーター・A・ダットン氏（Peter A. Dutton）が
2008 年 2月に米中経済・安全保障問題検討委員
会（U.S.-China Economic and Security Review 
Commission ）で証言したように、中国は、「主権
の概念を作り変えたいという願望を反映」する形
で、自国の権利と管轄権を拡大しようと試みてきた。

共有されている現代的な概念
米国とASEANは、「責任ある主権」の問題で意見を
異にしているものの、国連海洋法条約（UNCLOS）
で定義されている国家の属地性と権利については大
筋で合意している。中国の拡張主義的な見解は、ま
だ一貫した（または普遍的な）アプローチと言える
ほど成熟していない。むしろ、南シナ海における自

国連憲章第1章第2条には、国連が「すべての加盟国の主権の平等と
いう原則に基づく」旨が明記されている。この主権平等の原則は、	
その重要性がポスト植民地主義、領土紛争および人権問題によって
浮き彫りになったインド太平洋地域においても同様に重要である。

2022 年 4月、一帯一路構想に基づいて略奪的な融資を行った
中国に対し、大統領府の外にシンハラ語で「国家主権の死」と
書いた棺を置いて抗議するスリランカの人々。 AP 通信
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2020 年 11 月、通常の「航海の
自由作戦」中に日本海を通航す
る米駆逐艦ジョン・S・マケイ
ン（USS John S. McCain）
マーカス・カスタネダ（MARKUS CASTANEDA）
二等兵曹 / 米国海軍

国の戦略的主張に後付け的な根拠を与える杜撰な試
みと言わざるを得ない。また、米国とその他の地域
諸国が国家間の平等の原則を取り入れた外交および
外交政策を展開している。これとは対照的に、中国
は、独自の主権の概念化をどのように行うかが一貫
しておらず、自国向けの概念化にもまとまりがない。 
この一貫性の欠如は、おそらく、中国の帝国文

化やマルクス主義的な革命思想が尾を引く外交政策
文化によるものであろう。自国より小さい国の主権
を尊重しない中国の階層的なアプローチには、中華
皇帝を世界の事象の中心に置いた前述の「天下」の
概念のような中華思想的政治の伝統が垣間見える。
2010 年、中国の楊潔琪（Yang Jiechi）外交部部長
（当時）は、外交官のグループに対し「中国は大国、
他の国々は小国。それは紛れもない事実だ」と語っ
た。外交上の失言の歴史に刻まれることとなったこ
の発言こそは、その本質において、中国を国際シス
テムの中心に置き、中国の主権には他の国の主権よ

りも重みがあるとする階層的主権の主張にほかなら
ない。 
究極的には、戦争に疲れた国々が何世紀も前に

作り上げた現代的な主権の概念こそが、現在の政
治秩序の基礎であり、ルールに基づく社会のベン
チマークである。この秩序において、国家はその
国境と国民を主権的に管理することができるが、
それはまた、国家が国民を規範に従って扱うこと
を求められる秩序でもある。それは、太平洋島嶼
国の平等を重視し、それらの国々の力と重みが著
しく異なることを認識しつつも、「超大国の大臣と
小国の大臣は同等の地位にあり、条約は規模と無
関係に国家を拘束する」という名目上の外交民主
主義を強調する秩序である。主権の概念は、イン
ド太平洋地域で意見の相違を生み出す一方で、同
地域を一つにまとめる接着剤ともなっている。結
局、国際的な外交、法律、条約は、すべて主権国
家の善意と協力関係に依存しているのである。o

2022 年 6月、サモアのアピアでオーストラリア
のペニー・ウォン（Penny Wong）外相を出迎え
たサモアのフィアメ・ナオミ・マタアファ（Fiame 
Naomi Mata'afa）首相。インド太平洋地域の同盟
諸国とパートナー諸国では、太平洋島嶼国の主権
保護への関心が高まっている。 AP 通信
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地域の軍事パートナー間で進む 
関係の再活性化と備えの強化 

合同演習の 
推進

FORUM スタッフ

2022 年 6 月、環太平洋合同演習（RIMPAC）が行われたハワイ諸島沖に向けて
航行する日本国海上自衛隊、オーストラリア海軍および米国海軍の艦船。 

アレキサンドル・フルーテル（ALEKSANDR FREUTEL）上等水兵 / 米国海軍
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中国とロシアは、2022年半ばに両国の軍事訓練
を「制限なき」友好関係の証として称賛した
とき、うっかり友人の輪の小ささを強調した
のではないだろうか。両国の大袈裟なパート

ナーシップ宣言は、大きすぎる鞘の中でガタガタと音を
立てるサーベルを思わせた。日本と韓国が非難した好戦
的な中露の海空演習と、その中露のすぐ近くで同時刻に
行われた多国間平和維持演習を比べてみるとよい。
モンゴル軍が米太平洋陸軍と合同で主催した「カー

ン・クエスト 2022（Khaan Quest 2022）」演習では、
インド太平洋 15か国とヨーロッパ諸国から人員を集
め、人道支援団体と連携して爆発物の取り扱い、戦闘
中の応急処置や暴動対策に関する 2週間の複合訓練を
実施した。米太平洋軍の戦略・計画担当副司令官にも
任命されたオーストラリア陸軍のクリス・スミス少将
（Maj. Gen. Chris Smith）はニュースリリースの中で、
「これは教訓と技術を交換する絶好の機会であるだけで
なく、国連憲章参加国のコミットメントと、国連憲章
が支持するもの、立ち向かうものすべてを表現する機
会でもある。そのため、この演習には、世界の他の軍
事演習には類を見ないほど多様な参加者が集まってい
る」と述べている。
北東アジア高地の大草原地帯から太平洋の火山島

まで、パンデミックのロックダウンと検疫がようやく
緩和されたことにより、インド太平洋地域全体で多国
間軍事演習が盛んに行われるようになった。志を同じ
くする国々の関係が再び活性化し、地政学的に不安定
な時代への備えが強化されるにつれ、多くの演習は以
前より規模を拡大して行われている。オーストラリア
陸軍のリック・バー中将（Lt. Gen. Rick Burr）は、
多国間訓練の役割と同盟・パートナーシップの強化に
向けた協力および連携をメインテーマとして 2022 年
5月にハワイで開催された太平洋地上軍シンポジウム
（LANPAC）の基調演説で、「パートナーシップは何も
せずに育つものではない」とし、協力は「より大きな
視点で物事をとらえるのに役立ち、レジリエンスの向
上につながる」と述べた。
同中将は、このインド太平洋最大の軍事会議の出席

者を前に、2022 年初めのロシアによる理不尽なウクラ
イナ侵攻は、「主権の防衛をめぐるパートナーシップと
利害共有の重要性」を浮き彫りにした、とも指摘し、
「政府と政府、軍隊と軍隊、人と人 ー 地域内の同盟や
パートナーシップを強化することは、防衛戦略の形成
と抑止・対応に不可欠な要素である。他の軍隊との合
同訓練は、この地域における我々のプレゼンスを高め
て能力とつながりを構築し、地域の安定と主権の形成
を積極的に支援するうえで役立つ」と語った。

信頼と相互運用性の構築
モンゴルの首都ウランバートルに近いファイブヒルズ
訓練場（Five Hills Training Area）で 18 回目のカー
ン・クエスト演習が終了した 1週間後、オーストラ
リアを含む 10か国が環太平洋合同演習（RIMPAC）

のためにハワイ諸島と南カリフォルニアの周辺海域に
人員と資産を送り込んだ。米国海軍によると、「有能
で適応力のあるパートナー諸国（Capable, Adaptive, 
Partners）」をテーマに隔年で行われるこの米国主導の
演習は、インド太平洋地域、ヨーロッパ、中東、北米、
南米の 24を超える国々から 25,000 名の人員を集め、
2022 年 6月下旬から 8月上旬にかけて実施された。
1971 年に初めて行われたこの世界最大規模の洋上演習
では、対潜水艦、防空、砲撃・ミサイル訓練、海賊掃
討作戦、地雷除去作戦、爆弾処理、潜水・救助作戦と
いった陸海軍の作戦をカバーしている。
カーン・クエスト演習とRIMPACに参加したシン

ガポール軍にとって、719 平方キロメートルの国土
の何倍にも及ぶ広さの場所で隊員が訓練できるこれら
の演習は非常に貴重なものだ。シンガポール陸軍で参
謀長を務めるフレデリック・チュウ准将（Brig. Gen. 
Frederick Choo）は、LANPACで行った「複合共同
訓練 ー シンガポールの経験と将来の機会」と題する
プレゼンテーションの中で「一国だけで行う訓練はわ
が軍のポートフォリオ全体の構成要素のわずか 1つに
すぎない。他の軍隊と一緒に訓練を行う機会も同様に、
もしくはそれ以上い重要である。各軍が互いから学び、
友情を育み、信頼関係を築き、相互運用性を高めるこ
とができるからだ。シンガポール陸軍は、発足当初か
らこのような演習に参加してきたおかげで、早期かつ
迅速に学習やベンチマーク活動を行い、専門性を高め
ることができた」と語った。
シンガポールのリー・シェンロン（Lee Hsien 

Loong）首相は、2022 年 5月下旬の国際会議のために
訪れた東京で、ヨーロッパでの戦争やその他の世界的
な緊張を受けて防衛態勢を見直しつつある各国が「個々
の防衛を強化しながらも、集団安全保障の構築に取り
組むべきである」と述べた。シンガポールのストレー
ツタイムズ（The Straits Times）紙は、同首相が「安
全保障は個々の国だけの問題ではない。（中略） 他の国
とも協力して集団安全保障を確保する必要がある」と
述べたと報道している。 
国家主権の完全性をめぐる共通の不安材料として

は、中国が 2022 年 5月にソロモン諸島と安全保障協
定を締結するなどして、太平洋島嶼地域への影響力を
手に入れようとしていることが挙げられる。この条約
により、最終的には中国の軍事拠点がソロモン諸島に
建設される可能性があると危惧する声は多い。因みに
ソロモン諸島は、独自の軍事力を持たない人口 70万
人の国である。両国は、共に中国の恒久的な軍事プレ
ゼンスの計画を否定している（2022 年 10 月には、ソ
ロモンの首相がその可能性を改めて排除した）が、AP
通信によると、漏洩した協定の草案には、中国の戦艦
は兵站補給のためにソロモン諸島に立ち寄ることがで
き、中国共産党は「社会秩序の維持を支援するために」
警察と軍隊を同諸島に派遣できる旨が記述されていた。
アナリストは、中国共産党がカンボジア、ジブチ、パ
キスタン、南シナ海など他の所に建設した構造物につ
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いて、それらを軍事化しないという約束を
反故にしてきたという事実も指摘している。

地域共通のソリューション
同月の LANPACで行われた「インド太平
洋における複合共同訓練（Combined Joint 
Training in the Indo-Pacific）」と題した
パネルディスカッションでは、中国とソロ
モン諸島の安全保障協定がもたらし得る潜
在的な影響が焦点となった。パプアニュー
ギニア国防軍のマーク・ゴイナ少将（Maj. 
Gen. Mark Goina）は、出席者に次のよう
に語りかけている。「パプアニューギニアと
すべての太平洋島嶼国は、地域の安全と繁
栄をめぐる利害を共有している。パプアニ
ューギニアは、太平洋南西部と東南アジア
の玄関口にあるというだけで、独特の問題
に直面している。（中略）これらの問題に我
が国が単独で対処するのは不可能であり、
パートナーシップを通じた地域共通のソリ
ューションが必要だ。太平洋地域の安全と
繁栄のために、我々は信頼、尊敬、協力へ
のコミットメントに基づくパートナシップ
を確立しなければならない。我々の利害が
一致していれば、努力を結集して最大限の
効果を得ることができる」
パプアニューギニア軍のように限られた

能力しか持たない小規模な軍隊にとって、オ

ーストラリア、フランス、ニュージーランド、
米国といった従来のパートナーの共同演習を
通じた支援は、ゴイナ少将の言う「防衛軍の
有効性と協力を成功させる能力」を高めるう
えで不可欠である。同少将は、自国がオース
トラリア、フィジー、ニュージーランド、
トンガといった地域のパートナーと共に、
2003 年に始まった内乱の鎮圧、治安と公共
サービスの回復を支援してほしいというソロ
モン諸島の要請に応じたことを強調した。
10年後、ヘルペム・フレン作戦（Operation 
Helpem Fren）として知られるこの多国籍
ミッションは、ソロモン諸島警察隊（Royal 
Solomon Islands Police Force）との提携に
移行し、同国の法執行能力の近代化を目指す
ことになった。ゴイナ少将は、オーストラリ
アのダーウィンで実施された参加国軍隊の合
同訓練を評価して、「この地域で実施された
最高かつ最も成功した太平洋パートナーシッ
プ作戦であることには誰もが同意するに違い
ない」と述べている。
このような訓練は「現在の戦略地政学

的環境に存在する戦略上・作戦上の警告時
間不足の認識」という文脈で見る必要があ
る、と指摘したのは、ゴイナ少将と共にパ
ネルディスカッションに参加したオースト
ラリア海軍のブレット・ソンター少将（Rear 
Adm. Brett Sonter）だ。2022 年１月に洋

2022 年 5月にオー
ストラリアのショー
ルウォーターベイ訓
練エリアで実施され
た三国間演習「サザ
ン・ジャッカルー」
で地形調査を行うオ
ーストラリア陸軍兵
士と米国海軍兵士。
シーダー・バーンズ（CEDAR 
BARNES）伍長 / 米国海兵隊
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上作戦副部長として米国太平洋艦隊に配属さ
れた同少将は、「もはやのんびりしている余
裕はないので、訓練では戦い方を学ぶ。不幸
にも実際に戦わざるを得ない状況になる前
に、取るべき行動や実践力をひと通り身につ
けておく。（中略）また、演習によって最大
限の抑止力と自信を獲得したいのは確かだ
が、それらは柔軟でなければならない。戦略
地政学的環境の変化が進むのに合わせて、そ
れらも変わる必要があるからだ」と述べた。

超大型の盾
軍事演習は進化しており、地域全体に拡大
している。2022 年 4月、インドネシア国軍
は、同国が 2022 年８月に行う米国との長期
二国間演習「ガルーダ・シールド（Garuda 
Shield）」に、オーストラリア、日本、パプ
アニューギニア、シンガポールを含む 12か
国も参加することを発表した。
このニュースは、インドネシアの排他的

経済水域内にあるナトゥナ諸島で同国が行
っていた石油とガスの探査を妨害するため
に、中国政府が海警局の船を配備した後に
舞い込んでいる。CNNの報道によると、シ
ンガポールの S. ラジャラトナム国際学大学
院（RSIS）の研究員であるコリン・コー氏
（Collin Koh）は、これによってガルーダ・
シールドの拡大が「より注目に値する」も

のになったとし、「インドネシアが、南シナ
海における対外的バランスの構築に関与し
つつ、これをプラットフォームとして活用
し、多国間防衛外交に関して同国の地位と
影響力を投影したいと考えていることは明
らかだ」と語ったという。
「スーパー・ガルーダ・シールド 2022」
は、毎年参加のオーストラリアをはじめ数十
か国が参加する 60以上の二国間・多国間演
習の中で、一番最近に行われた演習である。
オーストラリア陸軍のバー中将は、「パート
ナーとの関わりの深さ、規模、複雑さは、こ
こ数年で大きく進化した」と述べている。演
習には、オーストラリア軍と米軍が関与す
る最大の二国間訓練「タリスマンセイバー
（Talisman Sabre）」や、日本と米国がオー
ストラリアの広大なショールウォーターベイ
訓練場（Shoalwater Bay Training Area）
で実施する三国間戦闘訓練「サザン・ジャッ
カルー（Southern Jackaroo）」が含まれる。
バー中将は言う。「これらの例は、我々全

員が追及してやまないものを示している。
それはつまり、複雑さを増し、より多くの
隊員とりわけ未来のリーダーたちにとって
有益な、より野心的で洗練された活動だ。
我々は皆、安全の確保と一層の繁栄には各
国の緊密なつながりが重要であることを理
解している」o

RIMPAC 2022 の多
国間沿岸作戦演習
の一環として水陸
両用襲撃を実施す
る大韓民国海兵隊。
ヘイリー・フォーメット・グ

スタフセン（HALEY FOURMET 
GUSTAVSEN）上等兵 / 米国海兵隊
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岸田文雄 / 首相、日本 | 写真：AP 通信

ロシアによるウクライナ侵
略により国際秩序の根幹
が揺らぎ、今、国際社会
は歴史の岐路に立ってい

ます。国際社会が、前回大きな転換期
を迎えたのは、約30年前のことでした。
世界が２つに分断され、両陣営の冷た
い対立が再び熱を帯びてしまう可能性
に人々がおびえ続けた「冷戦」が終わ
りを告げ、「冷戦後」の時代が始まった
頃でした。
私の故郷、広島の先輩であり、私の属

する政治集団「宏池会」の先輩リーダー
である、宮澤喜一元首相は、「冷戦後の時
代」について、日本の国会での演説で「新
しい世界平和の秩序を構築する時代の始
まりと認識したい」と述べました。宮澤
元総理は、我が国が安全保障分野で国際
的に一層の役割を果たすことが求められ
ている現実を直視し、大変な議論の末に、
PKO協力法を成立させ、同法に基づき自
衛隊をカンボジアに派遣しました。宮澤
元首相の時代から約 30年。今、我々は
どのような時代に生きているのでしょう

日本が推進する 
自由で開かれた 
インド太平洋地域

安全保障への 
取り組み

以下は、2022 年 6月 10 日、シンガポールで開催されたシャングリラ・ダイアローグ安全保障サミット
で岸田文雄首相が行った基調講演を、FORUMのフォーマットに合わせて編集したものです。
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か。パンデミックが起きて以降、世界の
不確実性は一層高まっています。
経済的な混乱が続く中、私たちは、

信頼できる安全なサプライチェーンの
重要性を認識するようになりました。
そして、世界がパンデミックから立ち
直ろうとしている最中、ロシアによる
ウクライナへの侵略が起きました。こ
れは、世界のいかなる国・地域にとっ
ても、決して「対岸の火事」ではあり
ません。本日ここにお集まりの全ての
方々、国々が「我が事」として受け止
めるべき、国際秩序の根幹を揺るがす
事態です。 
南シナ海において、「ルール」は果

たして守られているでしょうか。長年
にわたる対話と努力の末に皆が合意し
た国連海洋法条約を始めとする国際
法、そして、この条約の下、フィリピ
ンの主張を認め、中国による主権の申
し立てのほとんどを棄却した仲裁裁判
の判断が守られていません。そして、
我が国が位置する東シナ海でも、国際
法に従わず、力を背景とした一方的な
現状変更の試みが続いており、
我が国は断固とした態度で立ち向か

っています。この２つの海の間に位置
する台湾海峡の平和と安定も、極めて
重要です。残念ながら、人々の多様性
や自由意志、人権を尊重しない動きも、
その多くがこれらの地域で起こってい
ます。さらに、北朝鮮は、2022 年に入
ってから、新型 ICBM （大陸間弾道ミサ
イル）を含め、かつてない頻度で、か
つ新たな態様での発射を繰り返すなど、
安保理決議に違反して核・ミサイル活
動を強化しており、これは国際社会に
対する明白かつ深刻な挑戦です。先日
の安保理決議が拒否権により採択され
なかったのは極めて残念です。私の政
権が最重要課題としている北朝鮮によ
る日本国民の拉致問題も、重大な人権
侵害です。こうしたさまざまな問題の
根本には、国際関係における普遍的な
ルールへの信頼が揺らいでいる状況が
あるのです。これが本質的かつ最も重
大な問題です。
我々が努力と対話と合意によって築

き上げてきたルールに基づく国際秩序
が守られ、平和と繁栄の歩みを継続で
きるか。あるいは、「ルール」は無視さ

れ、破られ、力による一方的な現状変
更が堂々とまかり通る、強い国が弱い
国を軍事的・経済的に威圧する、そん
な弱肉強食の世界に戻ってしまうのか。
それが、我々が選択を迫られている現
実です。世界第三位の経済大国であり、
そして、この地域で戦後一貫して平和
と繁栄を追求し、経済面を中心に貢献
してきた、日本。その日本が果たすべ
き責任は大きい。そうした認識の下、
歴史の岐路に直面する我々の平和を実
現するために、日本が果たすべき役割
とは何なのか。 
誰もが尊重し、守るべき普遍的価値

を重視しながら、「核兵器のない世界」
を目指す、といった未来への理想の旗
をしっかりと掲げつつ、しかし、時に
はしたたかに、果断に対応する。私は
こうした徹底的な現実主義を貫く「新
時代リアリズム外交」を掲げています。
その中でも、日本は、謙虚さ、多様性
を重視する柔軟性、相手方の主体性を
尊重する寛容さ、を失うことはありま
せん。しかし、日本、アジア、世界に
迫り来る挑戦・危機には、これまで以
上に積極的に取り組みます。

平和のためのビジョン
そのような観点から、私は、この地域の
平和秩序を維持、強化していくため、次
の５本柱からなる「平和のための岸田ビ
ジョン（Kishida Vision for Peace）」を
進め、日本の外交・安全保障面での役割
を強化してまいります。 
•	第一が、ルールに基づく自由で開
かれた国際秩序の維持・強化です。
特に、「自由で開かれたインド太平
洋」の新たな展開を進めます。 
•	第二が、安全保障の強化です。	
日本の防衛力の抜本的強化、及び、
日米同盟、有志国との安全保障協
力の強化を車の両輪として進	
めます。
•	第三が、「核兵器のない世界」	
に向けた現実的な取り組みの推
進です。 
•	第四が、国連安保理改革を始めと
した国連の機能強化です。 
•	第 5 が、経済安全保障など新しい
分野での国際的な連携の強化です。

国際社会を平和に導くために、我々

2022 年 6月、日本海上
空を飛行する日本と米
国の戦闘機。北朝鮮に
よる弾道ミサイルの発
射実験が続く中、日本
の防衛省は、安全保障
環境が「厳しさを増し
ている」と指摘する。
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は、第 1に、「ルールに基づく自由で開かれた国際秩
序」の維持・強化を進めていく必要があります。そ
のような秩序を支える基盤が、「法の支配」です。また、
「紛争の平和的解決」であり、「武力の不行使」であり、
「主権の尊重」です。さらに、海に目を転じれば「航
行の自由」であり、経済に目を転じれば「自由貿易」
です。
当然、「人権の尊重」も重要であり、人々の自由

意志と多様性が反映される民主的な政治体制も重
要です。これらは、世界の全ての人々が、国際社
会の平和を希求し、叡智を結集して紡ぎ出した、
共通で普遍的なものなのです。今申し上げたルー
ルや原則が、国連憲章の目的と原則にも合致して
いることは、言うまでもありません。ルールは守
られなければなりません。自らに都合が悪くなっ
たとしても、あたかもそれがないかのように振る
舞うことは許されません。一方的に変更すること
も許されません。変更したいのであれば新たな合
意が必要です。 
我が国は、この地域におけるルールに基づく自由

で開かれた国際秩序の維持・強化に向け、「自由で開
かれたインド太平洋」を進めてまいりました。そし
て、この我が国が提唱したビジョンは、国際社会にお
いて幅広い支持を得るようになりました。我が国は、
ASEAN [ 東南アジア諸国連合 ] が自らの基本方針と
して示した「インド太平洋に関するASEANアウトル
ック」を一貫して強く支持しています。世界を見渡せ
ば、豪州、欧州連合（EU）、フランス、ドイツ、インド、
イタリア、オランダ、英国そして米国といったさまざ
まなアクターが、インド太平洋へのビジョンを打ち出
しています。

安全保障をめぐる利害の共有
志を同じくする国々が、大きなビジョンを共有した上
で、誰かの押しつけではなく、自らの意思で、それぞ
れの取り組みを進める。それこそが、包摂性、インク
ルーシブネス、を基本とする、「自由で開かれたインド
太平洋（FOIP）」の考え方なのです。特に、ここイン
ド太平洋においては、ASEANとの協働が不可欠です。
私も、総理就任後、最初に、2022 年の ASEAN議長国
を務めるカンボジアを、その後、インドネシア、ベト
ナム、タイを訪問し、本日は、ここシンガポールにや
ってまいりました。ASEAN各国首脳との会談も積み
重ねてまいりました。我が国と東南アジアの歴史は、
長きにわたる善意と友好に支えられています。戦後、
我が国は東南アジアの発展を支援し、そして、東南ア
ジアも、我が国が未曾有の震災に見舞われた時に、そ
の復興に手を差し伸べてくれました。 
今後もASEAN各国首脳との間で、手を携えて、こ

の地域の平和と繁栄を確保していくための方策につい
て議論を深めていきたいと思います。また、ASEAN

諸国と並んで太平洋の島国の皆さんも FOIP の実現の
ための大切なパートナーです。彼らの存立にかかる気
候変動問題への対応を始めとして持続可能で強靱な経
済発展の基盤強化に貢献します。 
日米豪が連携した海底ケーブル敷設など、近年

の安全保障環境の変化に応じたタイムリーな支援
を実施してきています。法の支配に基づく持続可能
な海洋秩序の確保に向け、太平洋島嶼国の皆さんと
共に歩んでいきます。FOIP に基づく協力。それは、
永年に亘る信頼に立脚した協力です。インフラ建設
といったハード面にとどまらず、現地の人材を育
て、自律的かつ包摂的発展を促す支援や、投資のパ
ートナーとして官民挙げた産業育成などが中心で
した。ASEAN の連結性強化の取り組みも支援して
きました。 
有志国が連携してこの地域にリソースの投入を増や

していく必要があります。FOIP の推進には、ASEAN
や太平洋島嶼国に加え、日本、オーストラリア、イン
ド、米国（クアッドと呼ばれる）が重要な役割を担っ
ています。2022 年 5月に開催されたクアッド東京サ
ミットでは、インド太平洋地域の生産性と繁栄の促進
のために不可欠なインフラ協力について、今後 5年間
で 500 億ドル以上の更なる支援・投資の実施を目指す
ことを確認しました。私は、このような取り組みをさ
らに加速してまいります。ODAを通じた国際協力を適
正・効率的かつ戦略的に活用しつつ、ODAを拡充する
など、外交的取り組みを強化し、従来の FOIP 協力を
拡充します。 
巡視艇供与や海上法執行能力強化、サイバー・セキ

ュリティ、デジタル、グリーン、経済安全保障といっ
た分野にも重点をおきつつ、FOIP というビジョンを更
に推進していくための我が国の取り組みを強化する「平
和のための『自由で開かれたインド太平洋』プラン」
を来年（2023 年）春までにお示しすることを表明しま
す。中でも、近年、日本は、衛星、人工知能、無人航
空機等の先端技術も活用しながら、海洋安保の取り組
みを強化しており、各国との知見・経験を共有してい
きます。この観点から、今後 3年間で、20か国以上に
対し海上法執行能力強化に貢献する技術協力及び研修
等を通じ、800 人以上の海上安保分野の人材育成・人
材ネットワークの強化の取り組みを推進していきます。
さらに、インド太平洋諸国に対し、今後 3年間で少な
くとも約 20億ドルの巡視船を含む海上安保設備の供
与や海上輸送インフラの支援を行うことをここに表明
します。 
クアッドや国際機関等の枠組も活用しながら、

各国への支援を強化していきます。加えて、法の
支配といった普遍的価値やルールに基づく国際秩
序を維持・強化するため、国と国・人と人との繋
がりやネットワーク作りを強化していきます。そ
のため、今後 3年間で法の支配やガバナンス分野
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における 1,500 人以上の人材育成を行ってまいり
ます。

日本の役割
第 2に挙げた、安全保障面での日本が果たすべき役
割についてお話ししたいと思います。ロシアによる
ウクライナ侵略を目の当たりにし、世界各国の安全
保障観が大きく変容しました。ドイツは、安全保障
政策を転換し、防衛予算をGDP比 2パーセントに引
き上げることを表明しました。ロシアの隣国である
フィンランドやスウェーデンは、伝統的な中立政策
を転換し、北大西洋条約機構（NATO）への加盟申
請を表明しました。 
私自身、「ウクライナは明日の東アジアかもしれ

ない」という強い危機感を抱いています。我が国
も対露外交を転換するという決断を行い、国際社
会と結束して、強力な対露制裁やウクライナ支援

に取り組んでいます。平和国家である日本の総理
大臣として、私には、日本国民の生命と財産を守
り抜き、地域の平和秩序に貢献する責務がありま
す。私は対立を求めず、対話による安定した国際
秩序の構築を追求します。しかし、それと同時に、
ルールを守らず、他国の平和と安全を武力や威嚇
によって踏みにじる者が現れる事態には備えなけ
ればなりません。そうした事態を防ぎ、自らを守
る手段として、抑止力と対処力を強化することが
必要です。
これは、日本自身が、新たな時代を生き抜く術を

身につけ、日本が平和の旗手として発言し続ける上で
は不可欠です。日本を取り巻く安全保障環境が一段と
厳しさを増す中、2022 年末までに新たな国家安全保
障戦略を策定します。日本の防衛力を 5年以内に抜本
的に強化し、その裏付けとなる防衛費の相当な増額を
確保する決意です。その際、いわゆる「反撃能力」を

2022 年 5月に東京で開催された日米豪印戦略対話（ク
アッド）の首脳会合で、（左から）アンソニー・アル
バニージ（Anthony Albanese）ー豪首相、ジョー・バ
イデン（Joe Biden）米大統領、ナレンドラ・モディ
（Narendra Modi）印首相を出迎える岸田文雄首相（右）
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含め、あらゆる選択肢を排除せず、国民の命と暮らし
を守るために何が必要か、現実的に検討してまいりま
す。皆様には、日本の平和国家としての在り方は不変
と強調します。我が国の取り組みは、憲法・国際法の
範囲内で、日米同盟の基本的役割分担を変更しない形
で進めていきます。各国にも、引き続き、透明性をも
って、丁寧に説明してまいります。いずれの国もその
国の安全を１か国だけで守ることはできません。だか
らこそ、私は、日米同盟を基軸としつつ、普遍的価値
を共有する有志国との多層的な安全保障協力を進めて
まいります。2022 年 5月に日本を訪問されたバイデ
ン米国大統領との会談において、防衛力に関する私の
決意に対する強い支持を得ました。日米の安全保障・
防衛協力を拡大・深化させていく、この点でも一致し
ました。インド太平洋を超え世界の平和と安定の礎と
なった日米同盟の抑止力と対処力を一層強化していき
ます。 
同時に、豪州や有志国との安全保障協力も積極

的に進めていきます。シンガポールとの間で、防衛
装備品・技術移転協定の締結に向けた交渉を開始す
ることを大変嬉しく思います。引き続き、ASEAN
各国との間で、防衛装備品・技術移転協定の締結を
進めるとともに、ニーズに応じた具体的な協力案件
を実現してまいります。円滑化協定、RAAについ
ては、2022 年 1 月の豪州との協定の署名に続き、
先般、英国との間で大枠合意に達しました。欧州、
アジアの同志国との協定締結にむけて、関係国と緊
密に連携していきます。また、自由で開かれた海洋
秩序の実現に貢献すべく、日本は、海上自衛隊の護
衛艦「いずも」などを中心とした部隊を 2022 年 6

月からインド太平洋方面に派遣し、東南アジアや太
平洋諸国を含む地域の国々との共同訓練などを行
います。

核抑止
第 3に挙げた、「核兵器のない世界」の実現に向けて
も全力で取り組んでまいります。ウクライナ危機の
中で、ロシアによる核兵器の使用が現実の問題とし
て議論されています。核兵器による惨禍を繰り返し
てはならない、核兵器による威嚇も使用もあっては
ならない。唯一の戦争被爆国の総理大臣として、こ
のことを強く訴えます。今回のロシアによる核兵器
の脅しの問題は、それだけには止まりません。既に
核不拡散体制に深刻なダメージを与えてしまったの
ではないか。核開発を進める国に核を放棄させるこ
とを一層困難にしたのではないか。さらには、核兵
器を開発、保有しようという動きが他の国にも拡が
るのではないか。
さまざまな懸念が示されています。ウクライナ危

機以前から、北朝鮮は、ICBM級を含む弾道ミサイル
発射を頻繁に繰り返しており、近く核実験を行うの
ではないかと深刻に懸念しています。我が国の周辺
で見られる、核戦力を含む軍事力の不透明な形での
増強は、地域の安全保障上の強い懸念となっていま
す。イランの核合意遵守への復帰も未だ実現してい
ません。
「核兵器のない世界」への道のりは、一層厳しくな
っているといわざるを得ません。しかしながら、こう
した厳しい現状だからこそ、私は、被爆地広島出身の
総理大臣として、「核兵器のない世界」に向けて声を上

げ、汗をかき、この現状を反
転し、少しでも改善するべく
行動をしてまいります。我が
国を取り巻く厳しい安全保障
環境という「現実」を直視し、
国の安全保障を確保しつつ、
同時に、「核兵器のない世界」
という「理想」に近づいてい
くことは決して矛盾するもの
ではありません。
我が国は、「現実」と「理

想」を結びつけるロードマ
ップを示しながら、唯一の
同盟国である米国との信頼
関係を基礎として、現実的
な核軍縮の取り組みを進め
てまいります。このような
取り組みの基礎となるのが
核戦力の透明性向上です。
核軍縮の不可逆性と検証可
能性を下支えし、核兵器国

ベンガル湾でマラバール（Malabar）
演習に参加するインド海軍の空
母「ヴィクラマーディティヤ（INS 
Vikramaditya）」と日本のヘリコプタ
ー搭載護衛艦「いずも」
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間、核兵器国・非核兵器国間の信頼関係を構築する
ための第一歩となります。
一部に不透明な形で核戦力の増強を進める動きも

見られる中、全ての核兵器国に対して、核戦力の情
報開示を求めてまいります。また、米中二国間で核
軍縮・軍備管理に関する対話を行うことを関係各国
と共に後押ししてまいります。さらに、最近忘れら
れた感すらあるCTBT（包括的核実験禁止条約）や
FMCT（核兵器用核分裂性物質生産禁止条約）の議論
を、今一度呼び戻すことも重要です。国際的な核軍縮・
不拡散体制の礎石であるNPTを維持・強化していく
ことが、今まで以上に求められています。
核兵器国、非核兵器国の双方が参加する、2022 年

８月のNPT運用検討会議が意義ある成果を収めるよう
全力を尽くします。核兵器の使用がまさに現実の問題
となる中、核兵器の使用がもたらす惨禍、その非人道
性を改めて世界に訴えていくことも重要です。唯一の
戦争被爆国である日本から、来る 2022 年 6月の「核
兵器の人道的影響に関する会議」を含め、あらゆる機
会を捉えて、被爆の実相を世界に発信してまいります。
さらに、私が外相当時設置した「賢人会議」の議論を
発展させ、国際的な核軍縮の機運をもう一度盛り上げ
るべく、「核兵器のない世界に向けた国際賢人会議」を
立ち上げ、 
各国の現・元政治リーダーの関与も得ながら、

2022 年中に第 1 回会合を広島で開催します。北朝
鮮については、国連安保理決議に従った北朝鮮の
完全な非核化の実現に向け、日米韓で地域の安全
保障、国連での議論、外交的取り組みなどで緊密
に連携し、国際社会と協力して取り組んでまいり
ます。こうした取り組みを積み重ね、「核兵器のな
い世界」に向け、一歩一歩近づけるよう努力して
まいります。

国連改革
第 4に挙げた、平和の番人たるべき国連の改革も待っ
たなしの課題です。国際社会の平和と安全の維持に大
きな責任を持つ安保理の常任理事国であるロシアが、
国際秩序の根幹を揺るがす暴挙に出たことにより、国
連は試練の時を迎えています。国連を重視する日本の
立場に変わりはありません。 
私自身、外相時代から、国連改革に向け積極的に取

り組んでまいりました。総理就任以降も、首脳外交の
機会も活用して、各国のリーダーとの間で、国連の機
能強化に向けた方策について議論を重ねてまいりまし
た。各国の複雑な利害が絡み合う改革は簡単ではあり
ませんが、 
日本は平和国家として、国連安保理改革を含む国連

の機能強化に向けた議論を主導してまいります。日本
が 2023 年から安保理入りすることが決まりました。
安保理の中でも汗をかいていきます。同時に、国際社

会の新たな課題に対応したグローバルガバナンスの在
り方についても模索してまいります。

経済協力
最後に、経済安全保障など新しい分野での国際的連携
についてです。未曾有のパンデミックの中、世界のサ
プライチェーンの脆弱性が浮き彫りになりました。他
国に自国の一方的な主張を押し付けるために不当な経
済的圧力をかける。意図的に偽の情報を流布する。こ
うしたことも認められてはなりません。 
我々はウクライナ侵略により、一層自明かつ生活に

直結する喫緊の課題として、我々自身の経済の強靭性
を高めなければならないことを認識するようになりま
した。経済が国家の安全に直結し、サイバー・セキュ
リティ、デジタル化などの分野の国家安全保障上の重
要性が高まっていることも踏まえ、国家及び国民の安
全を経済面から確保する観点から、経済安全保障の取
り組みを推進します。 
日本国内ではこの課題に取り組むため、岸田内閣

の下、経済安保推進法を制定しました。しかし、この
取り組みは日本だけでできるものではありません。
G7（先進 7か国グループ）といった同志国の枠組み
を含め国際連携が不可欠です。我が国とASEANは、
かねてより、重層的なサプライチェーンを構築してき
ました。今後も、こうしたサプライチェーンの維持・
強化に向け、官民が投資を行っていくことが大切です。
このため、我が国は、今後 5年間で 100 件を超える
サプライチェーン強靭化プロジェクトを支援してまい
ります。 
また、経済的な発展を含め、国際社会における地

位が向上したならば、恩恵だけを享受するのでなく、
その地位に見合った責任や義務を果たすことも重要で
す。経済協力や融資についても透明性を確保し、被援
助国の国民の長期的な幸せにつながるものであるべき
です。 
我々は、引き続き、人間の安全保障の考えに基

づき、各国の主体性と各国民の利益を尊重した経済
協力を進めていきます。この困難な時代において、
繁栄を実現するためには、ASEANが、インド太平
洋地域が、世界の成長エンジンであり続ける必要が
あります。大きく困難な挑戦に直面しようともそれ
を乗り越える強靱な国づくりに日本は貢献していき
ます。 
皆さん、改めて我々の未来を思い浮かべてください。

今日、私が皆さんと共有したビジョン、ルールに基づ
く自由で開かれた国際秩序の構築に向け、皆で取り組
む。「自由で開かれたインド太平洋」を次のステージに
引き上げていく。そうすれば、平和と繁栄を享受する
未来が、希望に満ちた、互いを信頼しあい、共感しあ
える明るく輝かしい世界が必ず待っている。私は、そ
う信じています。o
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各国の 
防衛手段

時代を画する挑戦がインド太平洋地域の 
国防開発を促進

FORUM スタッフ
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台
湾軍のCM-34 雲豹（CM-34 
Clouded Leopard）は、MK44
ブッシュマスター 30mm	
連装砲を搭載し、射程距離は	
3kmで、あらゆる地形や状況
下で時速 100kmで敵を追撃す

ることができる。2023 年までには、台湾中部で
製造された 8輪装甲車 300 台以上が運用可能と
なる予定だ。台湾では絶滅したとされており、
台湾先住民の間で神聖視されている大型のネコ
科動物を意味する「雲豹（うんぴょう）」は、イ
ンド太平洋地域全体で見られる国産の軍事的進
歩の流れの中で、急速に加速する国内防衛産業
を強力に象徴している。
2022 年 6月に台湾が山間部の試験場で

CM-34 を披露した数週間前、韓国の研究者が、
将来的に雲豹のような軍用車両を補完する人工
知能ベースのアプリケーションを発表した。聯
合ニュースによると、この自動運転技術は、特
殊な地形を分析し、高速走行時でも限られた人
間の入力で航行可能なルートを計画する。この
プロジェクトは、韓国国営の防衛事業庁（DAPA）
が主導し、国家の安全保障に不可欠な技術の国
内開発を促進している。防衛事業庁は、自動運
転技術の発表の前後に、不発弾を解除するモバ
イルレーザー装置、国の空域を監視する長距離
レーダー、強力な弾丸に耐えられる軽量ヘルメ
ットの計画も明らかにしている。2022年7月末、
韓国はKF-21 ポラメ（KF-21 Boramae）の初飛
行により、国産の超音速戦闘機を有する数少な
い国のひとつとなった。CNNの報道によると、
韓国空軍は 2030 年までに、インドネシアとの
共同開発プロジェクトの一環として、120 機の
KF-21 を配備する予定だという。
壊滅的なパンデミックから、共産主義中国の

積極的な軍拡、ロシアのウクライナ攻撃まで、
時代を画する多くの課題が、インド太平洋地域
の各地で兵器システムやその他の防衛資産の国
内開発を促進する取り組みに拍車をかけている。
国際的な制裁措置によって武器産業が衰退した
ロシアなど、問題のある国からの輸入への依存
を減らすため、インド、日本、韓国、タイなど

の政府は、地政学的変動や深刻化する脅威の中
で国家主権を守る手段を確保するために、国防
部門に多額の投資を行っている。

日本の防衛省は「2021年日本の防衛白書」で、
「安全保障環境の急速な変化に対応するため、	
日本はこれまでとは根本的に異なるスピードで
防衛力を強化する必要がある」とし、航空機、
護衛艦、潜水艦、ミサイル、戦闘車両、人工衛星、
電子戦システムなどの開発を宣言した。防衛省
は、マルチドメイン部隊を構築するため、9年
連続で軍事費増額を求めた。同防衛白書には、
「こうした中国の軍事動向などは、国防政策や
軍事に関する不透明性とあいまって、わが国を
含む地域と国際社会の安全保障上の強い懸念と
なっており、今後も強い関心を持って注視して
いく必要がある」と記されている。
また、日本は極超音速航空機や巡航ミサイル

など、音速の 5倍以上の速さで移動できる兵器
の開発も進めている。日本の防衛装備庁による
プロジェクトの一環として、2022 年半ばに極超
音速能力のための最初の燃焼飛行試験が行われ
たと、ジャパンタイムズ紙が報じている。共同
通信が 2022 年半ばに報じたところによると、
日本政府は国内の防衛産業を強化する一方で、
多国間の協力関係を育成するため、オーストラ

インド国防省は、国産戦闘機「テジャスMark-2（Tejas 
Mark-2）」に空対空ミサイルを装備するため、現地メー
カーと契約した。ロイター

2021 年 9月、韓国初の国産水中発射弾道ミサイルが潜水艦
から試射された。韓国国防 / AP 通信
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リア、インド、フィリピンなどの提携国との間
で結んでいる十数件の防衛装備品・技術移転協
定に加え、輸出規制を緩和する可能性があると
いう。岸信夫防衛相（当時）は、白書の冒頭で
「新型コロナウィルスによって世界は未曾有の困
難に直面しただけでなく、さまざまな安全保障
上の課題や不安定化要因がより具体的かつ深刻
化し、国際社会の平和と繁栄を支えてきた普遍
的価値に基づく国際秩序が大きく試されている」
と指摘した上で、「安全保障環境におけるこれら
の課題に対処するためには、日本独自の防衛力
を強化し、果たすことのできる役割を拡大する
だけでなく、同じ基本的価値観を共有する国々
と緊密に協力することが不可欠だ」と述べている。

決意を新たに
この地域の安全保障上の課題として、160kmの
台湾海峡を隔てて中国沿岸に位置する台湾ほど
具体的なものはない。中国共産党が台湾に対す
る主権を主張するために武力行使をちらつかせ
る中、自治領である 2400 万人の住民にとって、
中国と台湾の間に存在する自然の堀はますます
狭く感じられるかもしれない。2022 年、過去
最多の人民解放軍航空機が台湾の防空識別圏を
突破したが、これは中国共産党が台湾の防衛力
を消耗させ、最終的には圧倒するためのグレー
ゾーン戦の一環であるとの見方が広く広がって
いる。2022 年 8月、人民解放軍は海峡とその
周辺で複数の弾道ミサイルの発射を含む最大規
模の実弾演習を実施し、そのうちのいくつかは
日本の排他的経済水域内の海域に着水した。地
域の不安定化を招くこうした訓練は、日本や米
国を含むインド太平洋地域の民主主義国の議員
が台湾を訪問したことに対する明らかな報復で
あると非難された。一方、中国の魏鳳和国防相

（Gen. Wei Fenghe）は 2022 年 6月にシンガポ
ールで開催された国際安全保障サミットで、台
湾が中国の一部になったことはないにもかかわ
らず、独立を目指すならば中国共産党は「戦う
ことを躊躇しない」と威嚇した。
2022 年 2月のロシアのウクライナ侵攻は、

中国共産党の台湾攻撃への懸念を高め、習近平
総書記が欧州での戦争を人民解放軍の戦争計画
を微調整する機会として捉えている可能性があ
ると、アナリストは主張している。習総書記は、
ロシアのプーチン大統領を非難することも、世
界の多くの国々と一緒になってモスクワのいわ
れのない攻撃に対して制裁を加えることもせず、
代わりに中国共産党のロシアとの「無制限の」
友好関係を繰り返した。台湾にとって、ウクラ
イナとの最も明確な類似点は、どちらも「平和
を愛する民主主義国家が、より軍事力が強く、
脅威的な近隣の独裁国家による好戦的な侵略主
義の対象になっている」ことだと、独立シンク
タンク、米国平和研究所は 2022 年 3月に分析
している。 
2016 年の初当選以来、台湾の蔡英文（Tsai 

Ing-wen）総統は、潜水艦、ステルス軍艦、掃海
艦、精密打撃が可能で敵に狙われにくいハイテク
機動兵器の国内開発など、台湾の軍事力の近代化
を優先的に進めてきた。台湾は「ハリネズミ戦略」
と呼ばれる非対称の防衛に重点を置いており、
侵略者に紛争にかかるコストが割に合わないと思
わせるように設計されている。台湾軍の参謀総長
を務めた退役軍人の李喜明（Lee Hsi-min）氏は
2022 年 6月、ニューヨーク・タイムズ紙に「敵
が我々に対して行動を起こすことをためらわせ
る、手強い存在になることだ」と語っている。
台湾国防部は、中国の軍事基地を攻撃できる

射程 1,000 キロのバンカー破壊兵器や、戦闘機
や巡航ミサイルを破壊できる地対空弾の開発な
ど、2022 年に年間ミサイル生産能力を 2倍以
上の 500 基近くに増やすと発表した。ロイター
通信によると、これは攻撃用無人機の製造計画
に続くものだという。台湾は防衛力をさらに強
化するため、今後数年間で約 1兆 1,198 億円（82
億ドル）の追加軍事費を承認したが、その約 3
分の 2は国産のミサイルや対艦兵器に充当され
ている。
それらの自国開発プロジェクトは、2022 年

6月に米国から約 163 億円（1億 2000 万ドル）
の海軍装備と部品が提供されるなど、従来のイ
ンド太平洋地域の提携国からの軍事販売によっ
て強化されている。台湾総統府の張惇涵（Xavier 
Chang）報道官は声明で、この半年で米国から
3回目となる今回の購入は「台湾と米国の強固
な協力関係が台湾の自衛能力の強化に役立って
いることを改めて示すものだ」とし、「台湾は権

タイで行われた「コブラ・ゴールド 2022（Cobra Gold 2022）」
演習で、水陸両用強襲輸送車両を操縦するタイ王国海兵隊と米
国海兵隊。タイラー・フラヴァック（TYLER HLAVAC）一等軍曹 / 米国海兵隊
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威主義的な拡張主義の最前線に位置し、引き続き自
衛の決意を固め、（中略）台湾海峡とインド太平洋
地域の平和と安定を維持するため、志を同じくする
国々と協力を強化し、世界の民主的弾力を共同で強
化する」と述べた。

自立を目指して
2021 年に世界第 3位の軍事費支出国となったイン
ドにとって、中国やロシアとの関係は、防衛産業の
自立に向けた動きを加速させている。ヒマラヤ山脈
では、インドは中国と数十年にわたる国境紛争に陥
っている。この紛争は、2020 年半ばに両国の軍隊
による致命的な小競り合いに発展し、離脱交渉が
遅々として進まない中、再び紛争に発展する恐れが
ある。最近では、ロシアのウクライナ侵攻が民主主
義の理想とルールに基づく国際秩序に対する戦争と
して広く非難されており、特にプーチン政権に対し
ては厳しい制裁が課され、ロシアの軍事・産業基盤
に大きな負担となっている。これらを踏まえると、
インドの主要な武器供給源としてのモスクワへの長
期依存については疑問が生じている。また、インド
を含むロシアからの武器購入国は、ロシア製の戦
闘機や戦車などの兵器システムの品質の低さに、
根強い懸念を抱いている。非営利シンクタンクの
ロバート・ランシング国際脅威・民主主義研究所
（Robert Lansing Institute for Global Threats and 
Democracies Studies）は、2021 年 4月の報告書で、
「ロシアの防衛産業と国防受注システムにおける腐
敗の蔓延は、この国を世界の軍備リーダーから 20
～ 25 年遅らせている」と指摘している。
ストックホルム国際平和研究所（SIPRI）による

と、2010 年以降、インドの武器輸入の 62％はロシ
アからとなっており、インド政府はロシア政府にと

って最大の武器取引国となっている。インド陸軍の
D.S. フーダ（D.S. Hooda）退役中将は 2022 年 4月、
ディプロマット誌に「（ウクライナで）損失を被っ
ているロシア軍のニーズを踏まえると、我々が必要
とする軍備の一部が転用される可能性もあるかもし
れない」と語っている。
インドの軍事費は過去 10年間で 33％急増し、

2021 年には約 10兆 3,700 億円（760 億米ドル）を
超え、米国と中国に次ぐ規模になると、ストックホ
ルム国際平和研究所は2022年4月に報告している。
「国産兵器産業の強化を図るため、2021 年の軍事予
算における資本支出の 64％が国産兵器の取得に充て
られている」ことを報告書は明らかにしている。ザ・
ディプロマット誌によると、インド政府は二つの防
衛産業回廊を設立し、国防省は今後 5年間に国内の
国営および民間防衛企業に総額約 3兆 8,230 億円
（280 億ドル）の発注を行うことを予定している。国
防研究開発機構（DRDO）の支援のもと、インド企
業は防空・電子戦システム、多連装ロケットランチ
ャー、短距離・長距離ミサイル、戦車、小型戦闘機
などを生産している。2022 年 9月には、同国初の国
産空母「ヴィクラント（INS Vikrant）」が発注された。
2022 年半ば、国防省は国営企業と契約し、国防

研究開発機構が開発した技術を使って、インド空
軍とインド海軍の航空機に「アストラMk-I（Astra 
Mk-I）」空対空ミサイルを装備することにした。こ
のプロジェクトは、自立に向けた大きな一歩である
と、インドの退役航空将校アニル・チョプラ（Anil 
Chopra）氏は、ヒンドゥスタン・タイムズ紙に語
った。「これまではロシアやイスラエルのミサイル

台湾で毎年行われる「漢光（Han Kuang）」軍事演習で、国
産の自走榴弾砲の近くに立つ台湾軍の兵士ら。AFP/GETTY IMAGES
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システムに依存してきた」とニューデリーに
ある空軍研究センター（Centre for Air Power 
Studies）で事務局長を務めるチョプラ氏は述べ、
さらに「アストラミサイルの国産化は、国内に
おける重要なギャップを埋めるものだ」と語った。
フォーブス誌によると、インド政府は 2020

年に、狙撃銃からミサイル駆逐艦まで 100 種類
以上の武器・システムの段階的な輸入禁止を発
表した。この禁止令の対象は、政府の「自立し
たインド（Atmanirbhar Bharat）」キャンペー
ンの一環として、300 以上のカテゴリーの軍事
資産に及ぶ。同時に、インドは米国などの提携
国に自国防衛産業との連携を呼びかけている。
インドのラジナート・シン（Rajnath Singh）国
防相は 2022 年 4月、ワシントンDCで開かれ
た閣僚級会合に出席した数日後に、在インド米
国商工会議所で「インドと米国の関係は、防衛
力の強化に関する協力に基づいており、現在で
は共同開発や共同生産に新たに重点を置いてい
る」と語った。タイムズ・オブ・インディア紙
によると、シン国防相はニューデリーでビジネ
スグループに対して、「ごくわずかなベースから
始まった米国からの防衛供給は、この 10年間
で約 2兆 7,300 億円（200 億ドル）を超えた」
と述べ、さらに「ビジネスの拡大に伴い、「メイク・
イン・インディア（Make in India）」プログラ
ムのもと、米国の防衛関連企業によるインドへ
の投資が増加することを目指している」と語った。

主権の確保
それがヒマラヤでも南シナ海でも、領土保全を
守ることは、インド太平洋地域の国内防衛プロ
ジェクトを推進する複数の要因の一つであると、
この地域を管轄する米陸軍のトップは述べてい
る。米国太平洋陸軍司令官チャールズ・フリン
陸軍大将（Gen. Charles Flynn）は、2022 年 5
月にハワイで開催された国際シンポジウム「ラ
ンド・フォース・パシフィック（Land Forces 
Pacific）」で、「技術から兵器開発、コンセプト、
（各国の）投資能力の種類の見直し、それにかか
る金額など、今、非常に多くのことが変化して
いる」と FORUMに語り、「領土防衛的な議論

は確実に増えている。2014 年から 2018 年にか
けて、私が第 25（歩兵）師団の少将として、そ
して副司令官としてここに参加した時は、議論
の対象にはならなかった。
今では資源の奪い合いという感じがある」と

続けた。フリン大将はさらに、「国家主権、鉱物、
淡水、食糧など安定した社会を維持するための
主権的権利（中略）これらに対する緊張と脅威
がある。そして、ある意味、こうした変化がこ
の地域で起きていると思う」と述べた。
190 年にわたる米国の同盟国であり、10カ

国からなる東南アジア諸国連合の中で第 2位
の経済規模を誇るタイにとって、国家の安全と
主権に対する危険は、ここ数十年の隣国カンボ
ジアやラオスとの領土問題や、国内テロ、国境
を越えた悪名高いゴールデントライアングル地
域での麻薬取引など、多岐にわたる。米国商務
省の機関である国際通商局（ITA）によると、
立憲君主制国家タイの国防予算は 2022 年に約
9,550 億円（70億ドル）を超え、国内総生産の
1.3%に相当すると予測された。「タイ政府は、
輸入への依存度を下げ、技術移転を促進し、国
家安全保障を強化するために、国内の防衛産業
を発展させる計画もある」と、国際通商局は
2021 年 8月に報告している。
タイ政府は 20年国家戦略の中で現地の防衛産

業を優先し、官民パートナーシップを促進するた
めに防衛産業ゾーンを設立するなど、さまざまな
施策を行っている。「タイは、弾力性のある自国
の防衛産業基盤を構築することによって、外国メ
ーカーを利用した輸入ベースの防衛調達からの移
行を進めており」、無人車両、バーチャルリアリ
ティとシミュレータ、通信、ロケット誘導システ
ムなどのデュアルユースの進歩を目指している、
と同国の防衛技術研究所（Defence Technology 
Institute）による 2021 年 10 月のウェビナー
「21世紀におけるタイの防衛産業（A Glimpse 
of Thailand’ s Defence Industry in the 21st 
Century）」では説明している。さらに、「国産産
業の発展を支援し、タイの軍事活動の効率を高め
る防衛調達プログラムの技術移転を優先し、国内
軍に供給し、R&D（研究開発）に力を入れ、効
率と技術の両方を向上させていく」という。

「技術から兵器開発、コンセプト、（各国の）投資能力の種類の
見直し、それにかかる金額など、今、非常に多くのことが変化
している」 

— 米国太平洋陸軍司令官チャールズ・フリン大将（Gen. Charles Flynn）
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迫りくる課題
ストックホルム国際平和研究所によると、タイ
の軍事費は 2021 年に初めて約 273 兆円（2兆
ドル）を超えた。一方で世界の軍事費の 62％を
占めているのは、米国、中国、インド、英国、
ロシアの上位 5か国だという。予算を増額した
インド太平洋地域の国々には、共通の脅威が迫
っていた。ストックホルム国際平和研究所の上
級研究員ナン・ティエン博士（Dr. Nan Tian）
はニュースリリースで、「南シナ海と東シナ海周
辺における中国の主権主張の高まりは、オース
トラリアや日本などの国々の軍事支出を押し上
げる大きな要素となっている」とした上で、「そ
の一例が、オーストラリア、英国、米国の三か
国間安全保障協定AUKUS で、オーストラリア
に 8隻の原子力潜水艦を最大約 17兆 4,800 億
円（1280 億米ドル）の費用で供給することにな
るとみられる」と述べた。2021 年 9月に締結さ
れたAUKUS 協定では、同盟 3か国は、人工知
能、サイバー、電子戦、極超音速および対人戦、
量子技術などの先進的イニシアチブでも協力し
ている。ホワイトハウスは、AUKUS の 1周年を
記念した声明の中で、「こうした重要な防衛・安
全保障能力に関する作業が進む中で、同盟国や
緊密なパートナーを参加させる機会を模索して
いく」と述べている。
パンデミックによって工場が閉鎖され、サプ

ライチェーンが停滞するなど経済的に壊滅的な打
撃を受けたにもかかわらず、ストックホルム国際
平和研究所の推計によると、中国の軍事費は 4.7
％増加し、2021 年には約 39兆 6,000 億円（2900
億米ドル）を超えるとされている。中国の軍事費

は、台湾が初めて民主的な総統選挙を行う準備を
していたとき、人民解放軍がミサイルを発射し、
戦略的水路で戦争演習を行って、後に「第三次台
湾海峡危機」と呼ばれるようになった事態を引き
起こした 1995 年以来、一貫して増え続けている。
中国共産党の台湾島への威嚇は、アメリカが空母
戦闘団を配備したことで収束した。
東シナ海の尖閣諸島をめぐる中国の領海侵犯

に抗議してきた日本にとって、海峡の危機が再び
訪れることは深刻な懸念だ。日本の防衛省は、
2021 年の防衛白書で初めて台湾を引き合いに出
し、「台湾情勢の安定は、わが国の安全保障や国
際社会の安定にとって重要であり、わが国として
も一層緊張感を持って注視していく必要がある」
と指摘している。
ストックホルム国際平和研究所によると、日本

が 2021 年に防衛費を 7.3％増の 5超 5,330 億円
（541 億米ドル）に引き上げ、過去 50年間で最大
の増額とするきっかけとなったのは、この地域に
おける悲劇的な紛争を抑止するためであった。ロ
イター通信は、岸田文雄首相は 2022 年半ば、自
国の軍事力を強化するために防衛費を「大幅に増
やす」ことを約束したと報じている。岸田政権は
経済政策草案で「東アジアの現状を一方的に武力
で変えようとする試みがあり、地域の安全保障が
ますます厳しくなっている」とした上で、「国家
の安全を確保するための究極の担保となる防衛力
を飛躍的に強化する」と記している。o

2022 年 1月、戦闘準備訓練で照明弾を発射する台湾海軍
の国産コルベット「塔江（Ta Chiang）」AFP/GETTY IMAGES
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的を絞った的を絞った

訓練訓練
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は軍事専門家として、訓練は誰にとっ
ても身近なテーマだと考えています。
我々一人ひとりが、兵士として訓練を
受け、階級が上がるのに合わせて訓練
を行ってきましたが、おそらく我が軍

の訓練システムやフレームワークを見直す時期に来
ていると思われます。したがって、ここでは訓練の
科学、教育学について掘り下げるのではなく、シン
ガポールが地理的な制約を克服して陸軍を訓練した
経験や、多くの軍隊と提携して共に訓練し学び、相

互信頼と相互運用性を構築
してきた経験を共有する機
会にしたいと思います。
まずは、シンガポールの

状況について説明しましょ
う。訓練は我々の軍隊の命
脈です。よく言われるよう
に「一生懸命訓練すれば、
戦闘は容易になる」。我が

軍は、徴兵制の軍隊として、18歳以上のすべての男
性を四半期ごとに入隊させ、2年以内に有能な戦闘
部隊に育成。徴兵終了後も、国家公務員や予備役は
10年ごとに 2週間の軍事訓練に参加することが法律
で義務付けられています。つまり全体として、基礎
訓練、職業訓練、部隊訓練、機動訓練、実戦訓練など、
あらゆるレベルの訓練で、毎年 10万人以上の兵士を

私

シンガポール軍、
次世代のための 
兵力開発を再考
フレデリック・チュウ准将（BRIG. GEN. FREDERICK CHOO） 
/ シンガポール陸軍

アイダホ陸軍州兵オーチャード
戦闘訓練センターで離陸準備を
するシンガポール空軍の「AH-
64アパッチ」攻撃ヘリコプター。
米国は、シンガポール軍要員の
訓練を受け入れている複数の	

パートナー国の一つ。
	トーマス・アルバレス（THOMAS ALVAREZ）/  

アイダホ州軍
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訓練していることにな
ります。しかし、他の
多くの国々と異なり、
スペースに制約がある
ため、自国内ですべて
のトレーニングを実施
することは困難です。

だからこそ、シンガポール陸軍では、クリエイティ
ブなソリューションを活用していかにトレーニング
を行うかを重視しています。シンガポールの国土は
725 平方キロメートルで、（中略）そこに約 600 万
人が住んでいます。その中で、我々は乏しい国土資
源の 10％強を防衛に充てています。大学の新設や産
業の拠点化など、競合する需要に充てられる可能性
もあることを考えると、これは大きな投資といえます。
こうした制約があるため、シンガポール軍は三つ

の方法で訓練戦略の軸を定めています。第一に、局
所的な訓練空間を最大化すること。第二に、海外訓
練への支援を求めること。第三に、シミュレーショ
ン技術を倍増させることです。 
まず、現地でのトレーニングスペースを最大限に

活用するために、現在、シンガポールに「SAFTI シ
ティ」を建設しています。SAFTI とは、「シンガポ
ール軍訓練所（Singapore Armed Forces Training 
Institute）」の略称で、将来の戦場を特徴づける密集
した都市を再現した、最先端の都市型作戦施設です。
このプロジェクトのフェーズ 1は、2025 年までに完
成する予定です。サッカー場約100面分の広さである、

88ヘクタールを有する「SAFTI City」は、二つのセ
クターで構成されています。第 1セクターは、シンガ
ポールの工業地帯を再現し、島嶼防衛作戦の訓練を可
能するもので、フェリーターミナル、倉庫、石油化学
工場などで構成されています。第 2セクターは 69棟
の建物で構成され、典型的な都心の景観と街並みを再
現したもので、複数の地上出口のある地下鉄、相互に
連結した高層ビル、密集したビル群、複数の出入口の
ある道路網を備えた統合交通ハブが含まれます。

選択肢の幅
「SAFTI シティ」は、単なるインフラプロジェクトで
はなく、データ解析と高度な戦場計測を活用し、ト
レーニングと学習をよりスマートで効果的、効率的
なものにすることを目指したものです。また、スマ
ートテクノロジーの開発・導入により、現実的かつ
チャレンジングな訓練環境を実現します。従来のダ
ミーターゲットではなく、射撃に合わせて位置を変
えるスマートなインタラクティブターゲットリーシ
ステムは、訓練の臨場感を高めるのに役立つと期待
されています。この施設にはセンサーやビデオも完
備されているため、ほぼリアルタイムで個人の追跡・
監視が可能になります。そして、収集したデータを
分析し、エビデンスに基づくフィードバックループ
によって学習効果を高めることが可能になります。
さらに、シンガポール陸軍のモータリゼーションの
進展に合わせて、機器搭載戦闘回路（IBAC）が 3基
設置され、一基目は 2023 年に完成する予定です。

オーストラリア国防軍は、シンガポ
ール軍に、シンガポール国土の約6
倍の面積を持つクイーンズランド州
のショールウォーター湾訓練場への

アクセスを提供している。
マイケル・シャープ（MICHAEL SHARP）特技兵 / 米国陸軍
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ハワイで行われた米国陸軍との二国間演習「タイガー・バーム」
の実射訓練で、陣地を守るシンガポール軍の兵士たち。
アルマンド・R・リモン（ARMANDO R. LIMON）二等軍曹 / 米国陸軍

これらはいわば訓練プレイグラウンドであり、最小
限のスペースで、小規模な部隊をできるだけ短時間
で戦闘可能な状態にするための重要な効果やシナリ
オを生み出し、3Dモバイルターゲット、戦場シミュ
レーション、インタラクティブ・アバターなどの技
術を使って、兵士がより現実的に訓練できるように
最適化されています。これらの機器搭載戦闘回路は、
SAFTI City の同時使用を補完するように戦略的に配
置されており、従来の地形から都市地形への訓練の
連続性を可能にしています。

訓練時間を効果的・効率的に活用している例とし
て、もう一つ挙げられるものに、10年以上前に完成
した「マルチ・ミッション・レンジ・コンプレックス
（MMRC）」の展開があります。MMRCは、かつて射
程距離が 100mの屋外実弾射撃場が一つだけあった場
所に建っていますが、現在は 3階建ての屋内実弾射撃
場で、平屋と 2階建て多段式射撃場からなる合計 7つ
の射撃場を備えています。これらの射撃場は、独自に

開発された高度な目標設定システムにより、50メー
トルから 1キロメートルまでの射程条件を提供するこ
とも可能です。昼夜・全天候型の現実的な射撃訓練の
実践を我が軍に提供することで、訓練の効率は大きく
向上。例えば、以前は屋外の射撃場で 2〜 3日かかっ
ていた射撃のテストを、現在では約 900 人の兵士が 1
日で完了できるようになりました。これは、7つの屋
外射撃場を効果的に置き換えたことになります。
戦略の二つ目の柱は、海外研修の支援です。海外

の訓練地の活用は、シンガポールの限られた国土面
積からもわかるように、訓練スペース戦略上、非常
に重要なポイントです。例えば、アメリカやオース
トラリアでの空陸統合訓練、ドイツやインドでの装
甲実弾射撃訓練、タイやニュージーランドでの長距
離兵器システムの実弾射撃など、海外では、規模の
制約からシンガポールでは到底できないような重要
な訓練を行うことが可能になります。現在では、開
催国の厚意により、7カ国、10のタイムゾーンで単
独訓練を実施しています。また、可能な限り諸兵科
連合機動演習や実弾演習を行っているほぼすべての
国で訓練を行う機会を設けるなど、本国でできない
内容を海外で行っています。さらに、陸軍の戦力と
して諸兵科連合訓練や合同訓練が必要であるとの認
識から、現在、オーストラリア陸軍司令官のリック・
バー中将（Lt. Gen. Rick Burr）とオーストラリア政
府の支援により、オーストラリア・クイーンズラン
ド州のショールウォーター湾訓練場の拡張を計画中
です。これにより、シンガポール国内に比べて訓練
のアクセスでは 3倍、訓練面積では 10倍の広さを
確保することが可能になります。

シンガポール陸軍が海外の 

訓練場を単独および二国間で 

利用することを許可してくれた 

提携国に対し、シンガポールは 

深く感謝している。
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シンガポール陸軍が海外の訓練場を単独および二
国間で利用することを許可してくれた提携国に対し、
シンガポールは深く感謝しています。例えば、米国
での「フォージング・セイバー（Forging Sabre）」
演習では、より大規模でリアルな合同レベルの演習
を行うことができ、「トライデント（Trident）」演習
では、オーストラリア陸軍と共に三軍演習を行うこ
とができます。これらの演習は、小規模な軍として
の経験を拡大し、パートナーとの相互運用性を構築
することを可能にしています。

成功のシミュレーション
第 3の柱は、シミュレーション技術です。シミュレー
ション技術とトレーニングは、シンガポール陸軍にと
って極めて重要です。それによって、より少ないコス
ト、時間、土地で、さまざまな訓練のニーズをカバーし、
増加する訓練の要件をより持続的に満たすことができ
るからです。同時に、シミュレーションによって、よ
り幅広い軍種横断・合同部隊の作戦シナリオを安全か
つ漸進的に演習できるようになるほか、グレーゾーン
やマルチドメインでの新たな戦闘コンセプトの実験も
可能になります。さらに、シミュレーターは不確実性
に対するヘッジにもなり、直近の新型コロナウィルス
のパンデミックのように、世界的な混乱に対する訓練
システムの回復力を高めることにもつながります。次
世代の戦闘コンセプトは、マルチドメインの資産と効
果の統合により支えられ、平時の訓練でそれができれ
ばできるほど、いざというときの実行力が高まります。
従来のように、タイプ別にシミュレーション訓練を行

い、その後にタスクベースの実践訓練を行うというや
り方では、次世代の戦闘には対応することはできませ
ん。これを達成するべく、既存の訓練システムと新し
い訓練システムの相互運用性を確保するために、シミ
ュレーション・アーキテクチャとデータ標準をあらか
じめ定義して、統一された戦域を提供する共通のシミ
ュレーション環境を開発する予定です。つまり、シン
ガポールのある場所で仮想シミュレーターを使った戦
闘チームの訓練、「SAFTI シティ」での機動中隊の訓練、
オーストラリアのショールウォーター湾での空地実弾
射撃訓練を同時にリアルタイムでつなげ、シンガポー
ルの演習コントロールセンターですべてを監視するこ
とも可能になるのです。
我々は、このビジョンの実現に向けて取り組んでま

す。しかし、次世代型シミュレーションを真に革命的
にするのは、データ、ビッグデータ、クラウド技術です。
現在、初めて、豊富な学習データを産業規模で、ほぼ
リアルタイムに収集・整理・活用し、詳細な評価や個
人に合わせたフィードバックを提供したり、学習の進
捗を時系列で把握したりすることが可能になりました。
たとえで言うと、未来の兵士は皆、スポーツチームに
おけるスポーツ選手のように、入隊時から引退時まで
の射撃の成績と職業能力を詳細に記録したデジタルキ
ャリアスコアカードを持つようになるのです。これに
より、兵士の訓練と戦闘の仕方が一変するでしょう。
兵士や部隊のために、差別化されたトレーニングアプ
ローチやカスタマイズ可能な訓練を提供することを考
えてみてください。今、一人ひとりが個人の強み・弱
みを定量的に把握できるようになり、訓練者もこのエ

画期的施設

「SAFTI シティ」と呼ばれるシンガポール軍訓練施設は、スマートテク
ノロジー、設定可能な構造、データ分析等の次世代機能を取り入れ、
旅団レベルの訓練用に都市戦場をシミュレーションする。2025 年の開
設を目指している面積 88ヘクタールのこのプロジェクトでは、高層住
宅や工業用ビル、地下鉄や道路を備えた交通拠点が再現される予定だ。

シンガポール国防省
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ビデンスに基づくアプロ
ーチで、ターゲットを絞
ったトレーニングを設計
することができるように
なったのです。なお、こ
れには人間的な要素もあ
ります。今日の兵士たち

は、教育システムや軍隊以外の職場のデジタルでパー
ソナライズされたトレーニングや学習、さらには商業
用やゲーム用のアプリケーションにより慣れ親しんで
います。次世代のシミュレーターは、兵士の興味を引き、
スキル習得のための訓練の動機付けとなるよう、ゲー
ミフィケーションと直感的なデザインを取り入れる必
要があるでしょう。これにより、よりスマートな訓練
が可能になり、新世代の兵士の訓練体験が向上するこ
とで、モチベーションの高まりも期待できます。

変革を促す
今までの話をまとめると、我々はシミュレーションを
活用することで、我が軍の次世代の訓練方法を強化し、
変革することができると考えています。より効果的、
魅力的、効率的な訓練により、限られた訓練時間と土
地の制約で、市民軍を育成、訓練、維持するための体
制が整えられるからです。単独の訓練は、我々の活動
全体の一要素に過ぎません。少なくとも、他の軍隊と
一緒に訓練を行う機会も同じくらい重要です。それは、
各軍が互いから学び、友情を育み、信頼関係を築き、
相互運用性を高めることができるからです。シンガポ
ール陸軍は、発足当初からこのような演習に参加する
ことで、早期かつ迅速に学習やベンチマーク活動を行

い、専門性を高めてきました。米国陸軍との「タイガー・
バーム（Tiger Balm）」、マレーシア軍との「セマガット・
ベルサツ（Semangat Bersatu）」、ブルネイ陸軍との「マ
ジュ・ベルサマ（Maju Bersama）」、タイ軍との「コ
チャ・シンガ（Kocha Singa）」など、二国間および
多国間の演習が、地域のパートナーとの関係を強化す
ることを可能にしたのです。私自身もこれまで、こう
した訓練に参加し、プロとしてだけでなく個人として
も、多くのものを得てきました。
このような交流は、二国間の緊密で長年の防衛関

係を強調するものであり、このような訓練の機会が完
全に再開されることを期待しています。そして、近い
うちに、未来の「SAFTI シティ」や機器搭載戦闘回
路で共に訓練を行うことを楽しみにしています。共通
のシミュレーション環境があれば、今後の二国間・多
国間演習の演習デザインを全員で見直すことができる
という大きな可能性もあります。国土の狭いシンガポ
ールでは、訓練の革新は今後もシンガポール陸軍の戦
略的優先事項です。ですから、訓練施設の設計を最大
化し、強化し、再構築する努力を引き続き行っていく
所存です。これは海外研修戦略やシミュレーション・
マスタープランが加わることで完成します。我々は二
国間および多国間の訓練に引き続き参加し、これらの
プラットフォームを活用して相互信頼を強化し、相互
運用性を高めていきます。今後も、皆さんと共に学び、
活動していけることを願い、結びといたします。o

ハワイのスコフィールドバラック
ス（Schofield Barracks）で行わ
れたタイガー・バーム演習の一環
で、米軍との実射訓練で作戦を調
整するシンガポール軍の兵士たち。

アルマンド・R・リモン（ARMANDO R. LIMON）二等

軍曹 / 米国陸軍

2022 年 5 月にハワイ・ホノルルで開催された「陸軍太平洋シンポジウム・展示会（Land 
Forces Pacific Symposium & Exposition）」で、シンガポール陸軍参謀長フレデリック・
チュウ准将が行った基調講演を FORUM のフォーマットに合わせて編集したものです。



2020 年に行われた多国籍演習「環太平洋合同演習」でハワイ沖を航行する船団。	
ダン・バード（DAN BARD）二等兵曹 / カナダ海軍

安全保障力の

結集
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ンド太平洋地域では相互の安全保障
上の利益が一致し、共有の安全保障
能力が形成されつつあり、拡大を続
けている。
防衛アナリストによれば、この地

域は、国防の約束で国々を結びつけ
る一連の精巧な条約や協定を結ぶ準備ができていない
ものの、複数の国が共通の安全保障上の脅威をめぐっ
て非公式に結束を強め、軍事協力や相互運用性を向上
させているという。
多国間軍事演習の増加は、この傾向を最も顕著に表

している。1982 年にタイと米国の二国間訓練として始
まった「コブラ・ゴールド（Cobra Gold）」は、イン
ドネシア、日本、マレーシア、シンガポール、韓国な
どインド太平洋の 20か国が参加する世界最大級の多
国間演習に発展している。「ガルーダ・シールド（Garuda 
Shield）」は 2022 年に従来の二国間演習から多国間演
習となり、当初のパートナーであったインドネシアと
米国に加え、12か国が参加するようになった。同様に、
インドと米国の間で始まった「マラバール（Malabar）」
には、現在ではオーストラリアや日本も定期的に参加
している。ハワイ諸島と南カリフォルニア周辺で行わ
れた大規模な「環太平洋（Rim of Pacific）」演習は、
2022 年にオーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、
コロンビア、デンマーク、エクアドル、フランス、ド
イツ、インド、インドネシア、イスラエル、日本、マ
レーシア、メキシコ、オランダ、ニュージーランド、
ペルー、フィリピン、シンガポール、韓国、スリランカ、
タイ、トンガ、英国、米国の 26か国が参加し、多国
間連携への動きを象徴するものとなった。
岸田文雄首相は、2022 年 6月にシンガポール

で開催されたシャングリラ会合の基調講演で、こ
の安全保障の動向について述べた。国際戦略研究所
（International Institute for Strategic Studies）が主催
し、今年で 19回目を迎えるこのフォーラムで、岸田
首相は「世界を見渡せば、オーストラリア、欧州連合
（EU）、フランス、ドイツ、インド、イタリア、オランダ、
米国、英国などさまざまなアクターが、インド太平洋
へのビジョンを打ち出しており、共通の壮大なビジョ
ンを掲げている」とした上で、「志を同じくする国々が、
誰かの押しつけではなく、自らの意思で、それぞれの
取り組みを進める。それこそが、包摂性、インクルー
シブネス、を基本とする、『自由で開かれたインド太平
洋』の概念だ」と述べた。

インド太平洋地域における多国間プレゼンスと共同
演習の増加は、平和と安定を求める国々の結束を示す
ものでもある。オーストラリア、フランス、ドイツ、
日本、英国、米国はいずれも、昨年こうした作戦に参
加している。

二国間主義の拡大
このような集団安全保障の結集の中核として、インド
太平洋諸国は、軍事演習、訓練、その他の交流を行い、
地上レベルでのさまざまな二国間関係を強化している。
例えば、日本とシンガポールは寄航訪問を行った。また、
日本と韓国の関係も強化しており、コリア・ヘラルド
紙によると、2022 年 6月、韓国の朴振（Park Jin）外
相が日本との安全保障協力の正常化に動いたという。
一方、共同通信によると、オーストラリアと日本は、
2022 年 6月に発表した共同演習や活動の「高度化」
を図る計画で、実践的な防衛関係を深めている。
シャングリラ会合の数日後、岸信夫防衛相（当時）

はリチャード・マールズ（Richard Marles）新オース
トラリア国防相と東京で会談した。AP通信によると、
マールス国防相は合同記者会見で「第二次世界大戦終
結以来、最も複雑な戦略的状況に直面していることは
明らかであり、この地域として何をするかが重要だ」
とし、「両国間の協力によってこそ、ルールに基づく国
際秩序を維持し、軍事力の効果的なバランスに貢献し、

イ
2022 年 6月にシンガポールで行われたシャングリラ会合で、オース
トラリアのマールズ国防相（左）、岸信夫防衛相（当時）との会談に
臨むロイド・オースティン（Lloyd Austin）米国国防長官（中央）。
チャド・J・マクニーリー（CHAD J. MCNEELEY）/ 米国国防総省

FORUM スタッフ

インド太平洋地域の平和維持に共同で取り組む同盟諸国とパートナー諸国
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地域が安定、平和、繁栄を維持することができる」と
述べた。
両閣僚は、ロシアのウクライナ侵攻に対する懸念に

ついて話し合ったほか、東シナ海と南シナ海における
いかなる一方的な現状変更にも反対し、「自由で開かれ
た」海洋の国際秩序という共通のビジョンに引き続き
コミットしていることを再確認した。「自由で開かれた
インド太平洋地域を維持・強化するために、地域パー
トナー、特にASEANや太平洋諸島との協力を強化す
ることが重要だ」と岸防衛相は述べた。

その後、2022 年 6月にマールズ国防相はニューデ
リーでインドのラジナート・シン（Rajnath Singh）国
防相と両国初の二国間国防相会談を行い、安全保障協
力の強化を図った。「インド太平洋に何十年にもわたっ
て平和と繁栄をもたらしてきた法治に基づく国際秩序
は、地政学的秩序の変化に直面し、圧力を受けている。
オーストラリアは、開かれた、包括的で回復力のある
インド太平洋を支援するために、インドとより緊密に
協力する用意がある」とマールズ国防相は述べた。 
インド国防省の指導者らは、同時期に日本や米国の

指導者とも同様の会談を行った。この 1年間で、オー
ストラリア・インドネシア、オーストラリア・韓国、
インド・韓国、インドネシア・韓国の首脳の間で同様
の行動が取られ、二国間関係の強化を目指すインド太
平洋諸国が増えていることを証明している。
また、ASEAN地域フォーラムや拡大ASEAN国防

相会議など、ASEAN主導の防衛・安全保障イニシアチ

ブへの関与も強まっている。AP通信によると、2022
年 6月中旬、インドとASEANの外相は、ロシアのウ
クライナ侵攻や米中間の緊張によって食糧やエネルギ
ーの安全保障、価格、サプライチェーンへのストレス
が高まる中、関係強化のための特別会議を開催した。
「インド太平洋における中心的存在であることが
十分に認識されている、強力かつ統一的で繁栄する
ASEANを、インドは全面的に支持する」とインドの
スブラマニヤム・ジャイシャンカル（Subrahmanyam 
Jaishankar）外務大臣は述べている。インドとASEAN
は、30年以上にわたる対話パートナーだ。AP通信に
よると、ジャイシャンカル外務相は、ASEAN加盟国
間の陸海空の接続性を強化することを推進し、「ASEAN 
- インド連結性（ASEAN-India Connectivity）」イニ
シアチブには、インド、ミャンマー、タイを結ぶ高速
道路の整備が含まれている。
三国間関係もまた、集団安全保障の構築に極めて重

要であることが証明されている。例えば、日米豪の安
全保障担当者は10年以上にわたって毎年会談を行い、
「サザン・ジャッカルー（Southern Jackaroo）」や「コ
ープ・ノース（Cope North）」などの合同演習を定期
的に行っている。「朝鮮半島の安定に関して、米国、オ
ーストラリア、日本は、韓国に対して積極的に軍事的
コミットメントを行ってきたという共通の歴史があり、
オーストラリアは昨年、非武装地帯の国連軍司令部に
平和維持軍を派遣している。半島で軍事衝突が起きれ
ば、日米豪の軍隊が直ちに発動し、それらの国々に直
接的な影響を与えるだろう」とオーストラリアに本拠
を置く独立系外交シンクタンク、パース米国アジアセ
ンター（Perth USAsia Centre）のヘイリー・チャナ
ー上級政策研究員は、2022年6月にオンライン雑誌「ザ・
ディプロマット」に記述している。
また、最近、オーストラリア、英国、米国の 3か国

による安全保障同盟「AUKUS」が発足するなど、イン
ド太平洋を越えた連携も具体化している。

ビジョンの共有
2022 年 2月に米国のジョー・バイデン（Joe Biden）
大統領が発表した最新の米国インド太平洋戦略（U.S. 
Indo - Pacific Strategy）も、集団行動がその基礎とな
っている。この戦略の下、米国は公式・非公式の幅広い
関係や組織を通じて、地域諸国と 5つの条約締結国の集
団能力を活用し、集団能力を構築していくことになる。
ニューデリーにある空軍研究センター（Centre for Air 
Power Studies）の研究員、ジョシー・M・ポール博士（Dr. 
Joshy M. Paul）は、同シンクタンクのホームページに

2022年 2月にタイで行われたコブラ・ゴールド演習で、ジャングルのサ
バイバル技術を実演するためにつる草から水を飲むタイ王国陸軍兵士。
ジョン・R・リード（ JOHN R. REED）一等兵曹 / 米国陸軍

我々の信条は、太平洋のないところに太平洋はない。つまり、太平洋地域のパート

ナーとの緊密な連携なくして、決定や関与を行うことはない "
- カート・キャンベル（KURT CAMPBELL）米国務次官補兼国家安全保障会議インド太平洋調整官



掲載された論文の中でこう述べている。「自由で開かれ
たインド太平洋を確保するために、米国の唯一の物的能
力に頼るのではなく、地域諸国の物的能力を求め、地域
の安全保障に貢献するものだ。また、米国の一方的なビ
ジョンの地域諸国への強制ではなく、インドの戦略的自
立、日本の安全保障に対する経済性優先、アジア多国間
主義におけるASEANの中心性、米中間でバランスを取
ろうとしているオーストラリアの立場など、地域諸国の
選択を米国がかなり重要視していることが分かる」
カート・キャンベル（Kurt Campbell）米国務次官

補兼国家安全保障会議インド太平洋調整官によると、
地域の安全保障を強化するために、米国は太平洋島嶼
国（PICs）との関与も深めているという。2022 年 6
月にワシントンDCで開催された戦略国際問題研究所
（CSIS）の太平洋パートナーズ・イニシアティブのイ
ベントで同氏は「我々はこの絆を軽視することはない」
と参加者に語った。また同調整官は「主権を守ること
も大切だと考えている。太平洋全体をどう見るかとい
う観点からも、主権は極めて重要だ。その主権を損なう、
あるいは疑問視したりするような構想には、我々は懸
念を抱くだろう」と述べていることが、「21世紀のブ
ルー・パシフィック・アジェンダの構築」と題された
イベントの記録に記載されている。
さらに、「我々の信条は、太平洋のないところに太

平洋はない。つまり、太平洋地域のパートナーとの緊
密な連携なくして、決定や関与を行うことはない」と
した上で、「我々は最もオープンで透明性の高い方法で

これを行っていく。そして、我々の焦点は、やはり太
平洋諸島の人々が暮らす地域の問題に取り組むことで
あり、新型コロナからの復興、観光や貿易の強化など、
21世紀を動かすと思われる重要な問題に取り組むこと
になるだろう」と語った。
フィジーのサティエンドラ・プラサド（Satyendra 

Prasad）国連大使は参加者に対し、「太平洋島嶼国の
国民とその政府は、長期にわたる米国との永続的なパ
ートナーシップを歓迎するだろう」と述べ、「米国と太
平洋地域の関係を高度に強化し、より広範にする」こ
とを呼びかけた。さらに「我々が深く関わっている分
野には、大きな予測可能性がある」と述べた。
フトゥマナバ・オ・ウポル・III・パオレレイ・ルテ

ル（Fatumanava-o-Upolu III Pa'olelei Luteru）サモ
東京港に停泊するコンテナ船。AP 通信

2022 年 5月、東京で岸田文雄首相と会談するインドのナレンドラ・
モディ（Narendra Modi）首相（左）。ロイター
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ア国連大使は、戦略国際問題研究所（CSIS）主催のイ
ベントで、米国に島嶼国の譲許的資金調達の支援を求
め、マグロ漁獲に関する米国と太平洋島嶼国の条約の
拡大を促した。
ロイター通信によると、中国がこの地域との経済、

軍事、警察のつながりを強化しようとする中、オース
トラリア、日本、ニュージーランド、英国も 2022 年に
太平洋諸国との絆を強化する意向を示しているという。 
ルテル氏は、中国を名指しすることなく、「太平洋

島嶼国の状況において、我々は何を相手にしているの
かを十分に理解している」と指摘した。

2022 年 9月末、米国はワシントンDCで開催され
た第 1回米国・太平洋島嶼国サミットを通じ、太平洋
島嶼国へのコミットメントを強化した。ジョー・バイ
デン米大統領は、約 1,115 億円（8億 1千万ドル）以
上の拡張プログラムを発表している。米国は過去 10
年間で、太平洋島嶼国に約 2,066 億円（15億ドル）以
上の資金を提供してきた。

グローバルな連携
同じ志を持つインド太平洋諸国は、新たな安全保障上
の脅威に対抗するために、国際的なフォーラムにま
すます注目するようにもなっている。例えば、2022
年 6月末にマドリードで開催された北大西洋条約機構
（NATO）首脳会議に岸田首相と韓国の尹錫烈（Yoon 
Suk Yeol）大統領が出席し、大西洋グループとの協力
関係を拡大する意向を示した。「ロシアの侵略は世界の
平和と秩序に違反しており、決して容認することはで
きない」と、岸田首相がNATO首脳会談への出席を発
表した際に述べたと、ブルームバーグは報じている。
一方、韓国側は、NATOとの情報共有、合同演習、研
究協力を強化することを望んでいると述べた。
2022年6月のNATOのニュースリリースによると、

NATOは、オーストラリア、日本、ニュージーランド、

韓国との関係強化が優先事項であり、インド太平洋地
域のパートナーとのサイバー空間、テクノロジー、海
洋安全保障などの課題に関する協力も強化しており、
「今日の複雑な環境では、横断的な安全保障問題やグロ
ーバルな課題に対処し、ルールに基づく国際秩序を守
るために、志を同じくする世界中のパートナーとの関
係がますます重要になっている」という。
「ヨーロッパとアジアの安全保障は密接に絡み合っ
ており、特に国際社会が深刻な課題に直面している現
在ではなおさらだ」と岸防衛相（当時）は語っている。

経済安全保障
安全保障関係の強化は、経済分野とますます連動して
いる。シンガポールのリー・シェンロン（Lee Hsien 
Loong）首相は、2022 年 5月末に東京で開催された「第
27回 国際交流会議 アジアの未来」の基調講演で、安
全保障と経済の分野でより包括的な協力を行い、各国
が互いの経済的成功に関与することで敵対行為のリス
クを軽減するよう促した。
ストレート・タイムズ紙（The Straits Times）によ

ると、リー首相は「安全保障は個々の国だけ（の話）
ではなく、我々が安全であろうとすることをそれぞれ
が行うからだ」とした上で、「集団的には、他人を危険
にさらすかもしれない、そしてその結果、全員がより
悪い状況に陥る可能性もある。だからこそ、集団安全
保障を確保するために他の国々と協力することも必要
だ」と述べた。
このため、シンガポールは 2022 年 5月に発足した

米国のインド太平洋経済枠組み（IPEF）と、一帯一路
（OBOR）などの中国の開発イニシアチブの両方に参加
しているとリー首相は説明した。インド太平洋経済枠
組みは、参加国が関係を強化し、地域にとって重要な
経済・貿易問題に関与することを支援するものだ。「こ
の二つが互いに排他的であるとは思わないし、一方が
協力を深めているからといって、他方にとって悪いこ
とであるとは思わない」とリー首相は記者団に語った。
多くの国は、世界中で一帯一路プロジェクトに見

られるような財政的、安全保障的な落とし穴があるに
もかかわらず、中国のインフラ計画に賭け続けてい
る。しかし、中国の略奪的な融資方法に屈した国や、
新型コロナウィルスの世界的流行時に経済的に脆弱
だった国から得た教訓を活かして行動する国も存在す
る。同盟国やパートナー国は、中国共産党と密接に関
係している中国の投資に代わる手段を提供し続けて
いる。2019 年、オーストラリア、日本、米国は、イ
ンフラ整備を推進する「ブルードット・ネットワー
ク（Blue Dot Network）」を立ち上げた。同ネットワ
ークは、インドなどの国々と協力し、食糧安全保障、
健康、自然災害を考慮したインフラづくりを支援す
る「ブルー・ドット・マーケットプレイス（Blue Dot 
Marketplace）」を計画するなど、持続可能なプロジェ

2022 年 9月 29 日、ワシントンDCのホワイトハウスで開催された
第 1回米太平洋島嶼国首脳会議で、（左から）ミクロネシア連邦の
ディビッド・パニュエロ（David Panuelo）大統領、フィジーのフ
ランク・ベイニマラマ（Frank Bainimarama）首相、ソロモン諸島
のマナセ・ソガバレ（Manasseh Sogavare）首相、パプアニューギ
ニアのジェームズ・マラペ（James Marape）首相らを迎えるジョー・
バイデン米国大統領（中央）。ロイター
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クトを推進している。また、日米豪印戦略対話（クア
ッド）は、重要な技術や材料の開発、信頼できるサプ
ライチェーンの構築、サイバーセキュリティへの対応
などの分野での協力を推進し、インド太平洋地域全体
の繁栄を確保することに重点を置いている。
サプライチェーンの協力は、志を同じくする国同士

の集団安全保障活動における重要な要素となっている。
韓国の王允鍾（Wang Yunjong）経済安保秘書官は、戦
略国際問題研究所が主催した 2022 年 6月初旬の「第 7
回韓米戦略フォーラム」での基調講演で「サプライチェ
ーンの安定性と弾力性は、一国だけで達成できるもので
はない」と述べた。さらに、「海外の生産拠点を自国に
移すリショアリングに加え、戦略物資や技術をめぐって
志を同じくする国同士の需給協力を強化するフレンドシ
ョアリングの重要性が増している」とした上で、「大切
なのは信頼だ。相互信頼を促進することで、サプライチ
ェーンの安全性を高めることができる」と語った。

快適な協力関係
インド太平洋地域では、このように安全保障力の結集
が、共通の価値観の上に、ほとんど成文化されること
なく築かれているため、参加国にとって心地よいペー
スで進んでいると、アナリストは指摘する。同時に、
この地域の既存の相互防衛条約が前進のための枠組み
としての機能を果たしている。安全保障協力の全体的

な構造は柔軟であり、当面はそのままの状態が続く可
能性が高いとアナリストは述べている。インド太平洋
地域では、正式な集団安全保障機関の創設を提唱する
政策立案者もいるが、この動きがすぐに国連型の組織
に具体化することはないとみられる。
米国国務省によると、1954 年にオーストラリア、

フランス、ニュージーランド、パキスタン、フィリピ
ン、タイ、英国、米国が、主にこの地域での共産主義
の蔓延を食い止めることを目的に東南アジア条約機構
（SEATO）を結成した。しかしながら、NATOとは異
なり、SEATOの集団安全保障の行動力は限定的であっ
た上、この組織には情報を得る仕組みや軍事力を展開
する仕組みもなく、ベトナム戦争が終結した 2年後の
1977 年に正式に解散した。
今日、インド太平洋諸国は、個々の国益に沿うだけ

でなく、相互の安全保障上の課題や脅威に集団で対抗
するために、防衛を推進している。その結果、安全保
障力の結集が進み、地域の繁栄と安定の見通しに前向
きな変化が見られるとアナリストは述べている。
各国は、地域の安定という点だけでなく、情報や技

術の共有から人権や自由の保護に至るまで、安全保障・
防衛関係の質とその取り決めがもたらす利益について
常に考慮しなければならない。このような省察と戦略
的計算は、志を同じくする国々が自由で開かれたイン
ド太平洋の構築を意図している、伝統的な主権の定義
に沿うものである。o

2021 年 11 月、太平洋上で海上自衛隊の護衛艦「さみだれ」と演習を行い、東京に停泊するドイツ海軍のフリゲート艦「バイエルン」。
2021 年 8月、「バイエルン」は南シナ海での航行の自由作戦に参加した。AP 通信
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FORUM スタッフ

デジタル主権という隠れ蓑の下で進む
権威主義的統制に対抗する	

連合国と提携国	

イラスト：FORUM
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2022 年 2月、ロシアがウクライナに侵攻した際、
中国のインターネットは中国政府の非協力的な
姿勢に呼応し、ロシア政府によるヨーロッパで
の軍事攻撃を「いわれのない攻撃」と表現する

ことを拒否した。2022 年初頭、中国共産党の委託を受
けた検閲官は、新型コロナウィルスによるロックダウ
ン期間中、自宅待機を余儀なくされた住民が食料や医
薬品を入手する方法に関する情報を含む、ネット上で
のやり取りを警戒し制限した。一部のネット上の書き
込みは政府の監視をすり抜けたものの、取り締まりは
概ね成功した。
中国のインターネットは、オープンでも自由でも

ない。政府の行動を批判する投稿が消え、購読者のア
カウントが停止または削除され、国家の見解を支持す
るプロパガンダが横行するといったことが発生して
いる。対外的には、中国政府は脅迫と偽りの約束で世
論に影響を及ぼし、他国に戦略推進を勧誘し、軍事技
術や知的財産を盗むハッカーを受け入れている。
中国、ロシア、北朝鮮などの権威主義政権は、ネッ

ト上での監視や行動を正当化する理由として、サイバ
ー主権を挙げるのが普通だ。サイバースペースにおい
ても、国家の物理的な境界線内と同様に主権が適用さ
れると主張している。
各国が自国のサイバー資源をどのように管理するか

は複雑であり、時には悪質な場合もある。
一方で、インド太平洋地域の同盟国やパートナーが

採択し、「インターネットの未来に関する宣言」やその
他の多国間イニシアチブで具体化されているアプロー
チがある。2022 年 4月に 61の国・地域・多国籍組織
が採択したこの宣言（P44 参照）は、オープンで自由、
かつグローバルなインターネットを求めている。
宣言の採択国は悪質者を見逃さない。例えば日本

は、2022 年 7月に発表された防衛省の白書によると、
サイバー防衛司令部を設置し、「サイバー防衛力を抜
本的に強化」する予定だ。サイバー防衛専門部隊を強
化し、実践的な演習に参加し、訓練を行うことで、日
本は「情報戦とサイバー戦を含む現代戦に完全に備え
る」計画だと白書は述べている。 
しかし、この宣言の支持者は主に、インターネット

が本来掲げた約束を重視している。「ここニュージーラ
ンドでは、インターネットは善の力であると信じてい
る」と、首相のサイバー・デジタル担当特別代表のポ
ール・アッシュ（Paul Ash）氏は、宣言発表の場で述べ、
「この宣言に示された原則は、我々にとって本当に重要
なものだ」と語った。

境界の管理
オーストラリア国防軍の初代情報戦責任者を務めた
オーストラリア陸軍退役将校マーカス・トンプソン
（Marcus Thompson）氏は、ほとんどのオーストラ
リア人は領土主権を理解しているが、デジタル主権は
別問題だと述べている。

エジンバラの豪空軍の空中
戦センターで、サイバー環
境のシミュレーションにつ
いて話し合う豪空軍の飛行
士たち。
ブレントン・クウォタスキー（BRENTON 
KWATERSKI）伍長 / オーストラリア国防省
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概念化は難しいものの、デジタル主権は大きな関心
を集めている、とトンプソン氏はオーストラリア戦略
政策研究所に寄稿した論文で述べている。同氏は、「中
国との緊張の高まり、絶え間なく流れるフェイクニュ
ース、高度な国家的行為者が行うサイバー攻撃への頻
繁な言及、外国のスパイ行為に関する公表などにより、
オーストラリアは主権をを明確に重視するようになっ
た」と記した上で、「我々はサイバー・スパイとサイバ
ー戦士の時代に入っている」と述べた。
国際法では、各国が国境内で自治を行う権利を有

するという地理的主権を支持している。一方、インタ
ーネットには物理的な境界線がない。中国やロシアの
国内での抑圧的な姿勢や国際的な攻撃的な姿勢から、
宣言署名各国が採用するアプローチまで、それぞれの
国が独自の道を歩むことができる。米ハーバード大学

のベルファ科学国際問題センターによると、「サイバ
ー主権に関する議論は、サイバー空間における主権が
従来の主権の延長線上にあるべきかどうかをめぐって
行われることが多い」という。
ルールを課す傾向はますます強まっている。ワシン

トンDCに拠点を置く研究機関フリーダム・ハウスは、
「国際的なシステムへの信頼が低下している中で、何
十億人ものインターネットユーザーに悪影響を及ぼす別
の形態の保護主義が勢いを増している」と述べた。また、
「国境を越えてのデータの流れを制御するための措置を
検討している国の当局はますます増えている」という。
このような指令を制定する動きは、しばしば安全を確

保し、市民を保護することを意図して行われ、合意形成
宣言の動機となった。その他の要因として、監視、ラン
サムウェア、サイバー攻撃の増加が存在する。

「我々は、デジタル技術が接続性、民主主義、平和、法の支配、
持続可能な開発、人権と基本的自由の享受を促進する可能性
があるという信念によって結束している」

2022 年 4 月に 61 の国・地域・多国籍組織が採択したこ
の宣言の序文はこう始まっている。この宣言は、「開かれ、
自由かつグローバルで、相互運用性、信頼性、安全性を備え
たインターネットの未来を積極的に支援するすべてのパート
ナー 」のコミットメントを求めるものだ。

米国ジョージア工科大学公共政策大学院の評価によれば、
拘束力のないこの文書は「『インターネットの約束を取り戻
す』ことを目的とし、表現の自由を抑圧し人権と基本的自由
を否定する権威主義的な政府による最近の傾向を断罪するこ
とを目指し」ているという。

この文書の署名国・組織は、自由でオープンなインター
ネットにはリスクと課題があることを認めている。米国を拠
点とするシンクタンク、外交問題評議会によると、どの国も
犯罪やテロなどの国家安全保障上の脅威など、内外の重要な
懸念に対処するためにデータを管理しているという。

この宣言は、権威主義的な国家に見られるように、表現
の自由を抑圧したり、その他の人権を否定するためにインタ
ーネットを利用することを否定している。攻撃的な行為とし
ては、虚偽の情報を放送する、市民を監視する、国内のファ

イアウォールを設置する、異なる視点へのアクセスを防ぐた
めにシャットダウンを行う、などが挙げられる。

「情報操作やランサムウェアなどのサイバー犯罪の蔓延
など、国家が支援・容認する悪質な行為が増加しており、
重要インフラのセキュリティと回復力に影響を与え、重要
な公共・民間資産を危険にさらしている」と同文書は述べ
ている。

この宣言では、中国やロシアについては言及されていな
いが、署名国・組織の多くは、これらの政権がサイバー主権
を広く主張し、不正なオンライン行為を否定しているとして
批判している。

この点で、ブルッキングス研究所の報告書は、この文書
が世界的な分断の明確にすると同時に、署名しなかった国に
ついて、署名した国と同じくらい多く述べていると結論づけ
ている。

この宣言は、国連の世界人権宣言を引用し、「人々がオ
フラインで有するのと同じ権利はオンラインでも保護され
なければならない。特に表現の自由は、国境に関係なく、
選択したいかなるメディアを通じても適用される」と明言
している。

国連インターネットガバナンスフォーラムのマルチステ
ークホルダーアドバイザリーグループの議長を務めるポール・
ミッチェル（Paul Mitchell）氏は、「インターネットの未来に
関する宣言は、我々が行ってきたこと、そしてこれからも行
う必要があることすべてを明確にした素晴らしいものだ」と
した上で、「最も重要なことは、関わり続けることだ ...... この
ことが、社会にとって良い意味で支えとなり続けるようにす
ることだ」と述べた。

インターネットの未来に
関する宣言
FORUM スタッフ

「中国との緊張の高まり、絶え間なく流れるフェイクニュース、高度な国家的行為者が行う
サイバー攻撃への頻繁な言及、外国のスパイ行為に関する公表などにより、オーストラリアは

主権をを明確に重視するようになった」
マーカス・トンプソン（Marcus Thompson）

元オーストラリア国防軍情報戦責任者
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通常、インターネットに対する国の姿勢は、そ
の国で受け入れられている慣行や法律と一致してい
る。言論の自由、プライバシー、人権が重視され保
護されているところでは、インターネットの利用は
一般的にそれらの基準を反映している。逆に、政府
が国民を厳しく管理し、攻撃的かつしばしば秘密裡
に対外的アプローチをとっている場合、サイバー主
権という概念は便利な隠れ蓑となる。 
宣言署名国による人権を優先するインターネット

へのコミットメントは、「開かれ、自由で、グローバ
ルで、相互運用性があり、信頼性が高く、安全である」
という難問を提示している。純粋で有益なインターネ
ットという理想的なビジョンは、国家安全保障のた
め、また国内の法律や基準を守るために、オンライン
に表示されるものを監視する必要性が高まっている
現状から外れている。「国際的緊張の高まり、ナショ
ナリズムの復活、セキュリティとプライバシーの提供
の失敗が、この本来のイデオロギーを損なっている」
と、戦略国際問題研究所（CSIS）のレポート「主権
とインターネットイデオロギーの進化」は述べている。
インターネットの自由に対するそれぞれの国の

コミットメントにかかわらず、インド太平洋地域や
その他の地域の軍隊は、サイバーシステムの安全を
確保し、紛争が発生した場合の備えを確実にするた
めに努力している。
一方、利己的なイニシアチブの推進に熱心な独

裁政権は、フリーダムハウスが「インターネットの
自由の将来に対する深刻な影響」と見なすものを助
長している。
インターネット上の自由な表現を擁護する堅固

な擁護者でさえ、答えよりも疑問が多いことを認め
ている。しかし、サイバー主権と称して厳格に管理
されたインターネットよりも、幅広い視点からのア
クセス可能で堅牢なインターネットの方が望ましい
という彼らの信念は揺らぐことはない。

今後の方向性
オーストラリアと米国は 2020 年 11 月、仮想サイバ
ー訓練場を継続的に開発する初めての合意を発表し
た。「持続的サイバー訓練環境（PCTE：Persistent 
Cyber Training Environment）」は、境界やネットワ
ークを越えた実戦的な防御任務のためのプラットフォ
ームであると、米国サイバー軍司令部は報告している。

キャンベラのオーストラ
リア国防軍アカデミーで
サイバースペース訓練に
参加するオーストラリア
陸軍兵士たち。
ブレントン・カンポス（NUNU 
CAMPOS）伍長 / オーストラリア国防省

サイバースペースシミュレーターで作業するオーストラリア空軍
の隊員。クレイグ・バレット（CRAIG BARRETT）伍長 / オーストラリア国防省
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これは、サイバー戦術、技術、手順の準備を強化し、共
有の使用と開発を通じて進化するように設計されている。
この合意は、オープンで自由かつグローバルなインター
ネットの提唱者が、悪意のある侵入者を阻止するために
不可欠とする、ネットワーク化されたアプローチの一例
だ。オーストラリア国防軍の情報戦責任者スーザン・コ
イル少将（Maj. Gen. Susan Coyle）は、ポッドキャス
ト「The Cognitive Crucible」に、コミュニケーション
と情報交換が不可欠だとして、「オーストラリアでは、産
業界や研究機関と素晴らしい関係を築いている。また、
同盟国や提携国、特に米国と素晴らしい、そして非常に
長期的なパートナーシップを結んでいる」と語った。
さらに、「非常に強力で信頼できる関係を構築でき

る機会が数多く存在し、我々が協力しながら継続して
行っていかなければならないことだ思う」と同少将は
付け加えた。 
多くのインド太平洋諸国の指導者たちは、自分たち

の国が協力することでより力を発揮できると認識してい
る。太平洋諸国は二国間・多国間の同盟に参加し、その
総合力を発揮して様々な問題に取り組んでいる。オース
トラリア、インド、日本、米国で構成される日米豪印戦
略対話（クアッド）は、サイバーテクノロジーとサイバ
ーセキュリティを扱うためのイニシアチブを改良した。
2022 年 5月に東京で開催されたクアッドでの成果をま
とめたホワイトハウスの報告によると、同対話は「サイ
バーセキュリティの脆弱性とサイバー脅威に対応し、4
か国間でレジリエンスの構築を目指す」ものだという。
重点分野は、オーストラリア主導の重要なインフラ

の保護、インド主導のサプライチェーンの回復力とセ

キュリティ、日本主導の人材開発と人材、米国主導の
ソフトウェアセキュリティ基準だ。
4か国の首脳は、脅威情報を共有し、潜在的なリス

クを特定することで、サイバーセキュリティを向上さ
せることを誓い合った。また、サイバーセキュリティ
のニュースレター「ザ・レコード（The Record）」に
よると、各メンバー国はすべての人々の利益のために
ソフトウェアを開発するという。
ホワイトハウスの報告では、クアッドは次のことも

実施する予定だ。
•	 各国のコンピュータ緊急対応チーム間の情報共
有を強化し、教訓やベストプラクティスに関す
る情報交換を行う。

•	 クワッド政府によるソフトウェア調達のための
サイバーセキュリティ基準を調整することによ
り、ソフトウェアおよびマネージドサービスプ
ロバイダのセキュリティを向上させる。

•	 産業界、非営利団体、学術機関、コミュニティ
と連携して、認知度を高め、情報やトレーニン
グを提供する「サイバーセキュリティ・デー」
キャンペーンを開始する。

クアッドは、テクノロジーとサイバーセキュリティ
に取り組むための、リソースと専門知識を共有するさ
まざまなパートナーシップの一つであり、サイバーセ
キュリティは兵器システムと状況認識において通信と
衛星ネットワークに大きく依存する軍事組織にとって
も主要な優先事項となっている。そこで、オーストラ
リア、英国、米国は 2021 年 9月に「サイバー能力、
人工知能、量子技術、海底能力の追加に注力する」た

2022 年 5月に東京で開催された日米豪印安全保障対話に出席した	
（左から）アンソニー・アルバニージー（Anthony Albanese）豪首相	
、ジョー・バイデン（Joe Biden）米大統領、岸田文雄日本首相、	
ナレンドラ・モディ（Narendra Modi）印首相。AP 通信
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めのAUKUS を結成した。
また、その数十年前、東南アジ

ア諸国連合（ASEAN）は「経済、
社会、文化、技術、科学、行政の分
野における共通の利益に関する事項
について、積極的な協力と相互援助
を推進する」ことを約束し、2022
年5月にその誓いを再確認している。
このようなパートナーシップ

は、国際法を尊重し、サイバー空間、
グレーゾーン戦術、あるいは直接
的な紛争を通じて、国家の内部活
動に侵入しようとする試みに対抗
する統合抑止力を支える。
ニューズウィーク誌によれば、

こうした連合や連携の支持者は、
こうしたパートナーシップが封じ
込めにつながるという中国政府の非難を一蹴し、パー
トナーシップは、サイバー攻撃やその他の侵略を阻止
するための効果的な方法だという。

難しい綱渡り
オープンで自由なインターネットの原則を守りながら、
軍事機密を含む個人情報の漏洩防止に努めることは簡
単なことではない。
デジタル技術の継続的な発展とユビキタス化に伴

い、効果的なサイバーセキュリティの必要性は高まっ
ている。新型コロナウィルスの世界的流行により、リ
モートワークをする人が増え、企業はデジタルベース
のプラットフォームへの転換を急ぐようになっている
ことからも、その必要性はますます高まっている。
戦略国際問題研究所の報告書は、「国民を保護する

には、1990 年代に開発された自由放任主義があまりに
も脆弱であることに国家が気づき、サイバースペース
への主権管理の着実な拡張が起こっている」とした上
で、「しかし、自由放任と過剰規制の両極の間には中間
点があり、政策立案者の課題は、技術革新と成長の見
込みを損なわずに正当な懸念を満たす方法があるかど
うかを見極めることだ」と述べている。
民主主義国や提携国が中国などの制約的な国と影響

力をめぐって競う中、インド太平洋地域はサイバー・
スパイやサイバー攻撃に脆弱な状況にある。
この地域の政府の間では、サイバーセキュリティに

対してさまざまな異なる認識がある。「インターネット
の未来に関する宣言」の署名者は、デジタル技術が「接
続性、民主主義、平和、法の支配、持続可能な開発、人
権と基本的自由の享受」を促進するべきだと考えている。
それに対し中国は、サイバー主権とは、自国内で自

由にインターネットを発展させ、規制する権利を政府に
与えるものだと主張している。中国のこうした姿勢は、
フリーダム・ハウスが評価した 70か国の中で、インタ
ーネットの自由度が最も低い国という評価につながって
いる。主に米国政府から資金提供を受けている非営利団

体のフリーダム・ハウスは、政府が国民に責任を持ち、
表現、結社、信条の多様性が奨励され、保護されるとこ
ろで自由が繁栄することを前提に設立された組織だ。
フリーダムハウスは 2022 年の報告書で、「中国は

世界で最も制約的なメディア環境と、特にオンライン
において最も洗練された検閲制度を有している」とし、
さらに「中国共産党は、直接的な所有権、ジャーナリ
ストの認定、党指導者や中国共産党に批判的なコメン
トに対する厳しい罰則、メディア機関やウェブサイト
に対する日常的な指令を通じて、ニュース報道に対す
る統制を維持している」と述べている。
同シンクタンクは、中国が禁止されている政治、社会、

経済、宗教に関する話題について議論するソーシャルメ
ディアの投稿を削除し、スマートフォンアプリを削除し、
ウェブサイトをブロックしていると報じている。
一方、オーストラリア、インド、日本、その他のイ

ンド太平洋諸国は、中国がコンピュータグリッドやデ
バイスをハッキングするなどの対外的な犯罪を犯して
いると非難している。
オンラインニュースマガジン「ザ・ディプロマット」

によると、インターネットにも国家主権が適用される
という中国の主張は、2010 年の政府文書で初めて明確
に示された。この文書は、中国国内では国家がインタ
ーネットへのアクセスを管理する権限を持つと宣言し、
その後、制限を課すことでこれを実行している。
インド太平洋地域の署名国とその提携国は、ネット

ワークへの侵入と妨害の努力を認識した上で、ハッカ
ーによるセキュリティ対策の侵害を防ぎながら、イン
ターネットの完全性を維持するための基準を制定する
必要性があると考えている。
ハーバード大学のベルファ科学国際問題センターは

「中国やロシアを中心としたサイバー主権に基づくガバ
ナンスモデルを支持する国と、ほとんどの自由民主主
義国を含むマルチステークホルダーモデルを信じる国
との間の溝は、サイバースペースを二分する最も顕著
なイデオロギー対立の一つだ」と述べている。o

ミッションを確認する日本の航空自衛
隊と米国空軍のサイバーオペレーター。
キンバリー・ウッドラフ（KIMBERLY WOODRUFF）/ 米国空軍
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中国は、2021 年 12 月に国連に
書簡を送り、新たに占拠した
中国の宇宙ステーションが、4
か月の間に 2回、米国に拠点

を置くスペースX社が地球上のサービ
ス不足地域にインターネットを提供する
ために打ち上げた衛星群の一部である二
つのスターリンク衛星との衝突を避ける
ための操縦を強いられたと訴えた。
中国はこの書簡の中で、国連宇宙条

約の条項を選択的に解釈し、同条約に規
定された他国との積極的な協議を怠った
ことを認めなかった。各国は、衝突の可
能性があると判断した場合、互いに協議
することになっている。また、この条約
では、宇宙空間に物体を設置する者は、
設置された他の衛星に対してその軌道を
調整する用意がなければならないと定め
ている。当時、スターリンク衛星は数百
機設置されており、中国も問題の 2機
の衛星の軌道を把握していたことを認め
ている。中国が宇宙ステーション「天宮
3号」で最初の 3人となる乗組員を打ち
上げたとき、これらの衛生はすでに軌道
上に存在していた。 
さらに、その数週間前にロシアが地

上ミサイルの試験で故意に操作不能な衛
星を破壊したとき、中国は国連に苦情を
申し立てていない。この爆発で衛星は
1,500 個の「長寿命デブリ」に粉砕され、
国際宇宙ステーション（ISS）乗務員の
生命を脅かすことになった。国際宇宙ス

テーションのクルーは 6人、モジュー
ルは 16基であるのに対し、天宮のモジ
ュールは 3基で、ISS の方がはるかに大
きい。
この書簡で、中国はスペースX社を

非難するだけにとどまらず、「アメリカ
合衆国のスペース・エクスプロレーショ
ン・テクノロジーズ（スペースX）」と
名指ししている。宇宙条約では、宇宙へ
送り出す物や人、そして不測の事態に対
する責任は、主権国家にのみあることに
なっており、「月及びその他の天体を含
む、宇宙空間における非政府組織の活動
は、条約の適切な締約国による承認及び
継続的な監視を必要とするものとする」
と記されている。1967 年に発効し、
112 の国連加盟国が批准している宇宙条
約の正式名称「月その他の天体を含む宇
宙空間の探査および利用における国家活
動を律する原則に関する条約」は、その
主権規定を反映している。
しかし、宇宙空間には主権的な国境

はなく、保護領や領土、他国からの侵略
から全力で守るための排他的な領域とし
て区分けされた地理的な場所もない。宇
宙条約は保有を禁じ、国家間の共有を重
視しているのだ。第 1条では、宇宙を
「全人類の領域」とし、「天体のすべての
領域への自由なアクセスがあるものとす
る」と宣言している。第 2条は、「月そ
の他の天体を含む宇宙空間は、主権の主
張、使用または占領の手段による、また

誰のものでもない空間で進む競争と協力

FORUM スタッフ

宇宙空間

主権
における



49IPD FORUMFORUM

カナダの夜空を周回するスペース X社のスターリンク衛星。STOCKTREK/GETTY IMAGES
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はその他のいかなる手段によっても、国の占有の対象
とならない 」と定めている。
つまり、宇宙は地球とは異なる。
しかし、地球上には地域的、イデオロギー的な利己

主義を競い合った厳しい経験の歴史が存在し、すべて
の主権国家が宇宙で紛争を行う可能性を秘めている。
主権国家は新しい戦闘領域に向けて準備する。その動
機は、衛星によって強化された地球上の部隊の指揮統
制を通じて、敵をゲートから遠ざけるというおなじみ
のものだが、条約の署名国にとっては、宇宙という道
と目的地を誰も欲しがらないようにする、という地球
外の優先事項も原動力となっている。 

平和を守る 
米国宇宙軍副司令官ジョン・E・ショー中将（Lt. 
Gen. John E. Shaw）は、航空大学校の雑誌「イーサ
ー（Aether）」の 2022 年のエッセイで、米国で最も
新しい軍部とその新しい戦闘司令部である米国宇宙軍 
（USSPACECOM）のミッションの一つを、「宇宙の保
護と防衛は、宇宙への自由なアクセスと、宇宙で実現
された能力の地上への継続的な提供を確保すること」
だと説明している。地上での自由を守るのと同じよう
に、米国軍とそのパートナーは、宇宙というコモンズ
で認可された活動を守るための戦略と装置の開発を進
めている。今日、これは主に、天候の追跡、人や貨物
の輸送操作、インターネット接続などの重要な機能を
提供するなど、様々な経路と高度を軌道に沿って飛行
する衛星を保護し、地球上の生命を可能にすることを
意味する。
軌道を周回する宇宙ゲートウェイ、月での採掘、

火星の植民地化などが想定される未来では、その軍事
的役割も変化していく可能性がある。理由のひとつに、
人類が宇宙を最大限に活用するための起業家的投資を
促進するために、何らかの形で私有化する必要性を認
識する声が高まっていることがある。宇宙条約では、
軍隊を持つ主権国家が宇宙での唯一のプレーヤーだ
が、今こそ民間企業や商業団体をテーブルに招くべき
だとの声が宇宙関係者から多く挙がっている。
ミシシッピ大学航空宇宙法プログラムの共同ディ

レクターで、非営利の宇宙遺産団体「フォー・オー
ル・ムーンカインド（For All Moonkind）」の創設者
であるミシェル・L・D・ハンロン博士（Dr. Michelle 
L.D. Hanlon）は、2019 年の国連宇宙空間平和利用
委員会の小委員会で、「彼らは弁護士や政治家にない
専門知識や実務経験を持っている」と述べている。民
間企業は、宇宙をより身近なものにし、地球での生活
を向上させるために、技術の進歩を先導している。
42,000 個の小型衛星で構成されるスターリンク衛星
群や、スペースX社やニュージーランドに本拠地を置
くロケットラボUSAが開拓した再利用可能なロケッ
トなどがその例だ。しかも、米国だけでも 3社が民間
宇宙ステーションの建設を検討している。 

宇宙の商業化
宇宙の商業化を加速させることは、米国宇宙軍司令部
の重要な戦略であると、同司令部のリーダーは 2022
年 4月にコロラド州で開催された年次宇宙シンポジウ
ムで語っている。司令官のジェームス・ディキンソン
米国陸軍大将（Gen. James Dickinson）は、「民間企
業と提携することで、より迅速に適応し、より容易に
革新し、最先端技術を統合することができるからだ」
とした上で、「また、宇宙構造物の耐性を強化し、宇
宙空間をよりよく理解し、意思決定を迅速化し、戦略
的な問題に対する経済的な解決策を考案することも可
能だ」と述べた。
とりわけ企業を奨励するため、国連は、宇宙法の

マグナカルタと言われながら 50年以上経過した宇宙
条約の見直しの必要性という圧力に直面している。当
時のソ連やイギリスと一緒になって条約を提唱した米
国の原動力は核不拡散だった。見直しのもう一つの理
由は、宇宙空間での所有の禁止と国連人権宣言の財産
所有権との矛盾をなくすことだ。「なんらかの所有権
という概念が必要だ」とハンロン氏は FORUMに語っ
た。さらに、「しかしそれを所有権と呼べるのか？現
状では問題が多く、そう呼べないだろう」と述べた。
中国、ロシア、米国などの伝統的な大国が新領域

の開拓で主導権を握る中、途上国は過去数世紀の人類
の歴史に刻まれた抑圧的な植民地化が繰り返されるこ
とに対して警鐘を鳴らしている。ハンロン氏は、国家
という枠を越えて、宇宙に未来を見出す人々の 1人だ。
同氏は「宇宙で『主権者』という言葉を使用しないこ
とを願っている」と述べ、「誰もが恐れる植民地化と
いう概念を一蹴する必要がある。人類は、15世紀、
16世紀、17世紀とは、ほとんどの部分で大きく異な
っている」と語った。宇宙での人間の活動を誰が管理
するかという議論は、まだ始まったばかりだ。中には、
衛星軌道の割り当てを監督する国連の国際電気通信連
合や、国連海洋法条約から生まれ、これまで宇宙条約
を更新するための指針としてはほとんど拒否されてき
た国際海底機構をモデルとして挙げる当局もある。
ハンロン氏は、火星の未来の入植者について語り、

彼らが自由や民主主義といった原則をモデルにするだ
ろうと述べた。同氏は「ある時点で、彼らはアメリカ、
ロシア、中国に合わせることに疲れ、独自の規範を
持った独自の文明を作り上げるだろう。火星で自立す
る能力を持った人々が、人権と人間の自由を尊重する
人々であることを確認することが、今日の私たちの仕
事だ」と述べた。

宇宙同盟の拡大
一方、各国は宇宙を舞台に個別またはブロック単位で
思惑を巡らし、軍部は紛争の可能性に備えている。例
えば、インドは 2023 年に再び月への着陸を試みる予
定だ。以前、月周回軌道を達成したものの、不時着に
終わっている。また、55か国が加盟するアフリカ宇
宙機関、7か国が加盟するラテンアメリカ・カリブ海
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宇宙機関、中東 12か国が加盟するアラブ宇宙調整グ
ループなど、さまざまな能力を持つ新しい宇宙同盟が
出現している。2005 年にバングラデシュ、インドネシ
ア、イラン、モンゴル、パキスタン、ペルー、タイ、
トルコで結成されたアジア太平洋宇宙協力機構は、中
国が主導している。人工衛星の開発・打ち上げが同機
構の大きな目標だが、中国版GPS（全地球測位システム）
の利用拡大・正常化にも取り組んでいる。 
18 か国の宇宙飛行士が訪れる、これまでで最も野

心的な国際協力の一つである国際宇宙ステーションは、
25年目を迎えてもなお拡大を続けている。ロシアは
2022 年 7月、2024 年後半までに国際宇宙ステーショ
ンを離れ、独自の軌道上基地の建設を開始すると発表
した。これは、ウクライナ侵攻に対する国際的な抵抗
によって加速された、ロシアの新たな欧米離れの動き
だ。それでも、米国の宇宙機関NASAは、国際宇宙ス
テーションの最大のパートナーであるロシアの宇宙機
関ロスコスモスとの協力関係を継続することを改めて
表明している。また、欧州宇宙機関（ESA）に加盟す
る 10か国が、NASAとともに持続可能な月探査を追
求し、火星への有人ミッションに備えるための「アル

テミス協定」を締結した。アルテミスはすべての国に
開かれているが、ロシアと中国は、米国主導の宇宙国
際秩序を目指すものだとして距離を置いている。両国
は、独自の月への有人飛行を追求するために提携して
おり、同じくすべての国の参加を受け入れるとしてい
る。アルテミス加盟諸国は参加していない。
米国は、オーストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、

ニュージーランド、英国などとも重要な宇宙防衛パー
トナーシップを結んでおり、これらはすべて南カリフ
ォルニアのバンデンバーグ宇宙空軍基地にある複合宇
宙作戦センターで運用または協働されている。すべて
合わせると、米国と諸外国間の宇宙状況に関する協定
は 30以上にのぼる。一方、中国は正式な軍事同盟を結
んでいないが、近年、イラン、パキスタン、ロシアな
どの国々との合同演習を拡大している。2021年 12月、
英国が提案した宇宙での危険な誤算の可能性を減らす
ための国連決議で、中国の価値観を共有する国々のよ
り広範な姿が浮かび上がった。164 票対 12票となっ
た決議で反対票を投じたのは、キューバ、イラン、北
朝鮮、中国、ロシア、シリア、ベネズエラといった権
威主義的な政権が中心だった。中国とロシアは「領域

国際宇宙ステーションから放出されるスペース X社のドラゴンカプセル。ロイター
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スリハリコタのサティッシュ・ダワン宇宙センターから飛び立つ、通信衛星を搭載し
たインドの静止衛星打ち上げロケット。ロイター
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の安定と安全を脅かす」宇宙能力を急速に開発してい
ると、米国宇宙軍司令部のディキンソン司令官は 2022
年 5月の演説で述べている。しかし、司令部の最重要
目標は「紛争が宇宙空間で始まったり拡大したりする
のを抑止する」ことであり、最終的には宇宙空間は「敵
対的である必要はない」ことを強調した。

領域認識
将来はどうなるにせよ、ハンロン氏は軍が重要な役割
を果たすと見ており、「私は本当に宇宙から平和が訪れ
ると思っているし、その平和を推進するために米軍は
大きな役割を担っていると思う。（中略）自分たちが手
本となって平和的になるだけではなく、新興国を巻き
込んで、誰も取り残されたと感じないようにためにも」
と述べている。宇宙への最初の一歩は、国防の目的で
行われた。軍事費は宇宙技術の大きな進歩をもたらし、
宇宙太陽光発電は人類にとってゲームチェンジャーと
なる可能性を秘めている。一方、宇宙では領域認識が
不可欠であり、米国宇宙軍司令部のコンポーネントは
衝突の可能性を追跡し、ウェブサイト「Space-Track.
org」を通じて一般に伝えている。
「宇宙交通の管理が必要であり、事実、世界中の防
衛は最高の能力と最も多くの目を持っている」とハン
ロン氏は述べた。宇宙での「ガード（守衛）」が必要か
もしれないという。これは、米国空軍研究所が研究し
ているコンセプトだ。
ハンロン氏によれば、これまでに直面したどのよう

な課題とも異なり、一見無限の空間の層で構成される
宇宙の課題に答えるためには、軍が進化する必要があ
るという。例えば、地球の大気に隣接する軌道の混雑は、
遠方の小惑星帯やその先での探査とは異なるアプロー
チを必要とする。
この領域への進出は、主権と国家防衛の問題を生み

出している。現在 70カ国以上に宇宙機関があり、そ
のうち 14は軌道上発射能力を持っている。宇宙条約
が発効してわずか 2年後、宇宙法のパイオニアである
スティーブン・ゴローヴ（Stephen Gorove）教授は、
宇宙での私的所有権は明示的に禁止されていないため、
条約の下で認められる可能性があると示唆した。1976
年には、赤道直下の 7か国が「ボゴタ宣言」において
静止軌道上の主権を言明した。赤道上空 35,400kmの
軌道には、地球上の一点に固定できるため、通信、情報、
ミサイル警報の衛星が配置されている。ただ、広範な
反対に遭ったことから、宣言への賛同国はこれを撤回
し、代わりに宇宙への「優先的権利」を主張している。
しかし、その後もエクアドルは 2008 年に改定された
憲法の条項を通じて静止軌道上の主権を主張している。

所有権の可能性
そのほかに、「宇宙条約では、他国が打ち上げた物体に
干渉しないことが定められているが、これは特定の軌
道の枠の主権所有に相当するのか」「宇宙空間にある物
体を脅威から守るために軍が行動した場合、所有権を

成すのか」といった疑問も浮上している。宇宙条約の
主な条項では、「月その他の天体を含む宇宙空間」と言
及している。詳細な定義がないということは、宇宙の
チリも一粒も残さず、天体として尊重しなければなら
ないということなのだろうか。
中国はスターリンクに関する苦情を国連に送った

際、こうした条約の亀裂を突いてきた。宇宙空間平和
利用委員会は、宇宙時代の複雑な問題に取り組んでお
り、かつては一つの物体を打ち上げた衛星が、今では
何十個も配備している状況をいかに記録するか、また、
宇宙資源の利用といったより大きな問題への対策にも
努力している。しかし、その基礎となっている宇宙条
約が、今日の宇宙での人間の活動にいかに対応してい
ないかがますます浮き彫りになっている。誰が地位を
得るのか？どのように管理されるのか？
今のところ、世界は利用可能なツールを使ってい

る。中国の訴えに対し、米国は宇宙というコモンズに
おいて、時として相反する主権国家の懸念に対処する
ための方策をまとめた独自の書簡を国連に提出した。
応答の骨子としては、連絡先を更新し、入手しやすい
データに注意を払い、お互いに話し合う点が強調され
た。民間部門の宇宙での活動が活発になるにつれ、こ
れらの対策は重要となる。米国は回答の中で、2014
年 11 月以降、米国は乗組員やロボットを搭載した中
国の宇宙船と他の宇宙物体との間の高リスクの衝突
の危険に関する緊急通知を行ったと述べている。スタ
ーリンク衛星の場合、米国宇宙軍司令部は衝突の可能
性はあまり高くないと判断した。しかし回答では、中
国を安心させるためにも、国際的なインシデントを宣
言するのではなく、直接連絡を取り、無料の Space-
Track.org ウェブサイトを利用するようにと助言して
いる。o

中国は国連に対し、米国に拠点を置くスペース X社のスターリン
ク衛星により、乗組員の乗った「神舟」宇宙船と「天宮 3号」宇
宙ステーションの軌道の調整を余儀なくされたと苦情を申し立て
た。AFP/GETTY IMAGES
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主権をめぐる 
サクセスストーリー
加盟国の声を反映し続ける ASEAN

ショーン・ナリン博士（DR. SHAUN NARINE）

1 967 年、インドネシア、マレーシア、フィリピン、
シンガポール、タイの５か国が東南アジア諸国

連合（ASEAN）を創設した。1984 年にはブルネイ、
1995 年にベトナム、1997 年にラオスとミャンマー、
1999 年にカンボジアが加盟。2002 年に独立し、東
南アジアで唯一未加盟である東ティモールもいずれ
参加する見込みだ。ASEANはその誕生以来、国家
主権というウェストファーレン的な考え方にこだわ
り続けてきた。これは、国家間を拘束するものとし
て一般に認められている一連のルール、規範、基準
のもとで、各国が自国領土に対して排他的な主権を
持つという考え方だ。

ASEANは、加盟国の主権を保護し、強化するこ
とを主眼としてきた。一方、数十年にわたり、この努
力に疑問を投げかけ、ASEANにもっと自律性と加盟
国の国内・外交政策への影響力を与えるための改革
を提案する声もある。こうした批判者らは、ASEAN
が真の国際的影響力を行使するためには、加盟国が
政治、経済、社会的な国内・外交政策を調整し、7億
人近い人々の声として信用できるようにする必要が
あるとしている。しかし、ASEANの主権への取り組
み方に抜本的な変化が迫っているとは考えにくい。
55年経った今でも、ASEANの設立を形作った政治的、
社会的、経済的要因の多くは存在し続けている。
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主権に対するこだわりの原点 
ASEANが最大限の国家主権を目指していることを理
解するには、東南アジアが経験した植民地支配を理解
する必要がある。欧米列強は、東南アジアのほぼすべ
ての国を植民地化し、支配した。スペインは 300 年
以上にわたってフィリピンを植民地にした。1898年、
スペインは帝国を米国に奪われ、米国はその後 50年
近くもフィリピンの独立を支持することはなかった。
オランダ（および他のヨーロッパ勢力）は、300 年
以上にわたってインドネシアを植民地化した。一方、
英国はマラヤ（のちにマレーシアとシンガポールとな
る）、ミャンマー、ブルネイを植民地化した。フラン
スはベトナム、ラオス、カンボジアを植民地化した。
タイだけは「風になびく」外交で植民地化を回避し、
その時々の地域支配力を持つ大国をなだめる姿勢を取
り続けた。
日本の帝国主義は、第二次世界大戦開戦時に欧米の

東南アジア支配を終わらせることにつながったが、同

時に耐え難いものだということも明らかになった。連
合軍の勝利後、米国はフィリピンに戻ったが、1946 年
に独立を認めている。英国はブルネイ、マラヤ、ミャ
ンマーの支配権を再び獲得し、フランスとオランダは、
かつての植民地を取り戻そうとした。そのような支配
を再構築する努力は、強硬な抵抗に遭った。インドネ
シアはオランダを追放し、ベトナムはフランスを破っ
た。英国は 1984 年にイギリスの保護国としての地位
からブルネイの独立を認め、徐々に（そして渋々ながら）
かつての植民地から撤退した。
1963 年、インドネシアはスカルノ大統領（当時）

のもと、新生マレーシアに対して「コンフロンティ
シ（対立）」政策を打ち出した。スカルノ大統領は、
マレーシアをイギリスの植民地支配の押しつけとみ
なしていた。インドネシアは、軍事的および経済的
強制を通じて、マレーシア（および 1965 年までマレ
ーシアの一部であったシンガポール）を不安定化さ
せようとした。そこに、マレーシアと領土問題を抱
えるフィリピンが参戦した。1966 年にインドネシア
の軍部がスカルノに対してクーデターを起こし、そ
の後インドネシア社会から共産主義者とみなされた
人々を粛清しようとしたことにより、おそらく 100
万人を超える人々が殺害され、やがてこの騒乱は終
結した。フィリピン、マレーシア、シンガポールも
共産主義者の反乱の脅威を懸念していた。互いに戦
うことで、こうした国々は政治的不安定化にさらさ
れることになった。このように、ASEANは、設立メ
ンバーすべてが国内の反政府勢力との戦いに集中で
きるよう、互いの主権を尊重するという合意のもと
に設立されたのである。

2022年 5月、ワシントンD.C. のホワイトハウスの外でジョー・バイ
デン（Joe Biden）米大統領と共に立つASEAN首脳陣。左から：ブル
ネイのダトー・リム・ジョック・ホイ（Dato’ Lim Jock Hoi）ASEAN事
務総長（当時）、ベトナムのファム・ミン・チン（Pham Minh Chinh）
首相、タイのプラユット・チャンオチャ（Prayut Chan-ocha）首相、
カンボジアのフン・セン（Hun Sen）首相、ブルネイのハサナル・ボ
ルキア（Haji Hassanal Bolkiah）首相、バイデン米国大統領、インドネ
シアのジョコ・ウィドド（Joko Widodo）大統領、シンガポールのリー・
シェンロン（Lee Hsien Loong）首相、ラオスのパンカム・ヴィパヴァ
ン（Phankham Viphavanh）首相、マレーシアのイスマイル・サブリ（Dato’ 
Sri Ismail Sabri Yaakob）首相、フィリピンのテオドロ・ロクシン・ジ
ュニア（Teodoro Locsin Jr. ）外務大臣（当時）。AP 通信
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国家建設の苦労
脱植民地化後、東南アジア諸国の多くは、多くの異質
な民族、部族、言語、宗教的アイデンティティから、
いかにしてまとまった国家アイデンティティを作り出
すかという、多くの旧植民地が抱える大きな問題に直
面した。東南アジアは、おそらく世界で最も多様性に
富んだ地域である。このようなアイデンティティの多
様性と、それに伴う地理的地域や経済的・政治的資源
の支配をめぐる争いは、当然のことながら、大きな争
いに発展してきた。
1960 年代、ベトナムは、インドネシアや他の

ASEAN諸国での暴力や反乱を凌駕するほどの内戦に

見舞われた。また、当時ビルマと呼ばれていたミャン
マーは、軍事独裁政権下に入った。1970 年代、カンボ
ジアのクメール・ルージュ政権が国民を大量虐殺し、
ベトナムは数十万人の難民（多くは華人）の流出を促
した。フィリピンは、ミンダナオ島でイスラム教分離
主義者との長期にわたる紛争を継続した。国内での紛
争は枚挙にいとまがない。
東南アジアの多くの政府は、多くの複雑なアイデン

ティティから機能的で持続可能な国家を作ることは、
長くしばしば暴力的なプロセスであり、国家主権の保
護が必要であるという説を支持している。東南アジア
諸国における暴力の多くは、過去 35年間の経済的成
功によって緩和されてきたが、ほとんどの地域国家は
依然として潜在的な不安定要素を抱えている。

関係維持
ASEANは、設立から数十年の間に大きな地域的激動
があったにもかかわらず、加盟国同士が戦争したこと
は一度もないと言い切ることができる。しかし、国家
間の暴力は限定的であり、地域の緊張を緩和するため
にASEANがどの程度評価されるべきかについては、
まだ議論の余地がある。安定において、経済的利己主
義も一役買っている。それでも、ASEANが東南アジ
アの指導者や関係者の間に築いた社会的・政治的な
つながりが、関係を円滑にしてきた可能性は高い。
ASEANの各機関は数百の会議を毎年開催し、ASEAN
は人間関係のネットワークの中心となっている。
東南アジアにおける多国間主義の拡大は、この地域

特有のものであり、必ずしも欧米の伝統的なモデルに
沿ったものではない。しかし、東南アジア諸国は、加
盟国が主権を集約したり、少なくともそのような印象
を与えるような、よりまとまった形の地域協定に移行
しようとしていることがうかがわれる。ASEAN加盟
国は、国際舞台における個々の影響力は、地域の声を
ひとつにすることで大きく向上することを理解してい
る。ASEANの信頼性を維持することは、外交政策の
大きな関心事となっている。
だが、ASEANの国際的なイメージや影響力を揺る

がすような出来事も起きている。1990 年代後半、資産
価格の高騰と通貨レートの暴落を主因とする地域経済
危機の惨状、インドネシアの森林火災による煙霧とい
う環境被害、インドネシアの東ティモールへの侵略な
どの問題に対して、ASEANは対処する能力を欠いて
いた。その後、ASEAN諸国は組織の信頼性を回復す
るための改革を実施した。2003 年、ASEANは経済共
同体、社会文化共同体、政治安全保障共同体の創設を
提案した。これらは、2015年 12月に発足した「ASEAN
共同体」の 3本柱となっている。2008 年にはASEAN
憲章が施行され、2012 年には「人権宣言」と「人権に
関する政府間委員会（AICHR）」を導入している。

象徴的な力
とはいえ、ASEANがより結束力の強い、制度化され

2022 年 8月、カンボジアのプノンペンで開催された ASEAN外
相会合に出席した韓国の朴振（Park Jin）外相。ロイター

ASEAN の 10 カ国は、毎年 2回、その年の議長国
（2023 年はインドネシア）が主催する首脳会議を
開催している。それは、ASEAN 憲章が ASEAN が
各国、小地域、地域、国際機関や組織と友好的な
関係を築き、互恵的な対話協力やパートナーシッ
プを築くことを求めていることによる。ASEAN
は、オーストラリア、カナダ、欧州連合、インド、
日本、ニュージーランド、中国、ロシア、韓国、
米国など 10 の対話パートナーを持ち、追加の閣
僚会合や首脳会談などのハイレベルな交流を行っ
ている。

例えば、米国と ASEAN の戦略的パートナーシ
ップは、米国のインド太平洋戦略やインド太平洋
に関する ASEAN 展望で示された、ASEAN の中心
性、主権と法治の尊重、善政、透明性、包括性、
ルールに基づく枠組み、開放性などの共通の原則
に基づいて構築されたものだ。米国・ASEAN の
特別首脳会議では、参加国は将来に向けた公衆衛
生システムの強化、人材育成を通じた連結性の構
築、経済協力におけるパートナーシップの推進、
安全なインド洋のための海洋協力の推進に共同で
取り組んでいる。
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た構造を作ろうとする動きは、ASEAN諸国の政治的・
経済的現実と張り合うことはできない。注意深く分
析すると、ASEAN共同体とその諸要素は、拘束力よ
りも象徴性が際立つ。ASEANは依然として個々の加
盟国の主権に挑戦することを目的としていない。例
えば、ASEAN憲章は、ASEANの指導原則である主
権と不干渉を認めながらも、加盟国に対して民主主
義と人権の支持を求めている。しかし、憲章は、主
権と不干渉の原則を最初に述べ、何度も強調するこ
とで、これを尊重している。ASEANには不順な加盟
国を追放したり罰したりするメカニズムはなく、人
権に関する政府間委員会が対処できることは極めて
限られている。
現在、ASEANが直面している最も明白な問題は、

ミャンマーの危機である。2012 年に民主化へ移行し
たミャンマーは、2021 年に軍事クーデターに見舞わ
れ、2022 年末時点でも軍事政権が維持されている。
クーデター以前から、軍部の扇動によるイスラム系ロ
ヒンギャ族に対する偏見が広がっており、民族浄化と
大量虐殺を引き起こしていた。ミャンマーへの対応を
めぐりASEAN内の分裂が起こり、西側諸国との関係
を大きく複雑化させることとなった。ベトナムなど一
部の加盟国は、ASEANが国家主権に対する厳格なウ
ェストファーレンのアプローチを堅持し続けることを
主張している。一方で、他の加盟国はミャンマーへの
制裁を望んでおり、欧米からの非難がASEANの国際
的な評判、ひいては国際的な影響力にどのような影響
を与えるかを懸念している。

主権とは何か
国家主権の最大公約数的な理解は、当分の間、ASEAN
の規範であり続けるだろう。ASEANにこの規範を変
えるよう求める圧力は、時間とともに減少していくと

思われる。圧力の原動力となっているのは、欧米で定
義されたシステムの規範に適合したいという欲求だ。
しかし、欧米諸国が徐々に衰退し、それに対応する中
国の台頭と伝統的な主権の定義への支持は、現状維持
への比重を高めている。
同時に、中国の台頭は、ASEAN諸国が外交的・政

治的に一つの声で語るべき理由にもなっている。
ASEANは加盟諸国の姿を反映し続けている。東

南アジア諸国は、過去 50 年間で政治的、経済的、
技術的にかなりの進歩を遂げてきたが、その政治的
実体はかなり脆弱だ。そのため、ASEANとの間に
は複雑な関係性が存在する。ASEANが東南アジア
の政府や人々の代表であると世界に認識されること
は、ASEAN加盟国にとって有益なことだ。同時に、
政治的な圧力をかけることができる自律的な組織と
なることを防ぐことも、多くの加盟国が重視する点
だ。ASEANの主権概念に対する一見両義的で時に矛
盾した反応は、この緊張感をよく表している。しか
し、この地域にとってしばらくは、伝統的なウェス
トファーレン型の主権が最も重要であると思われる。
ASEANを統一的で効果的な組織として見せる必要性
が先行しており、実情は結束が見かけほど強くない
という点もある。それでも、ASEANは加盟国にとっ
て、またこの地域の世界との関係にとって、重要な
存在であることに変わりはない。ASEANが、より強
力な対外国家ではなく、中堅国家によって設立され
たという事実は、地域の影響力をめぐって争う多く
の勢力を結集することを可能にする。これにより、
外交的なコンタクトを可能にする交流のネットワー
クが構築され、経済発展を可能にする条件が育まれ
てきた。ASEANの東南アジアへの貢献は、見かけ
より計画的なものでないかもしれないが、それでも
重要な要素であり続けている。o

2022 年 5月、米国・ASEAN特別
首脳会議に出席するインドネシア
のジョコ・ウィドド大統領。ロイター

2022年5月にワシントンDCで開催された米国・
ASEAN関係 45 周年記念首脳会議に参加するベ
トナムのファム・ミン・チン首相。AP 通信

2022年 5月にインドネシア・バリ島で開催さ
れた第15回ASEAN保健相会合で会談するタ
イのアヌティン・チャーンビラクル（Anutin 
Charnvirakul）保健相（右）と米国保健福祉省の
ハビエル・ベセラ（Xavier Becerra）長官。AP 通信
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2022 年 8月上旬、インドネシア群島のスマトラ
島上空から空挺部隊が一斉に降下し、バトゥラ
ジャの水田や密林内の開けた地点に降り立った。

これは通常の降下訓練ではない。インドネシア国軍
（TNI）と米軍が主導する多国籍・合同軍事演習「ガ
ルーダ・シールド」において、インドネシア、日本、
米国の落下傘部隊が今回初めて共同で降下訓練を実施
したのだ。
8月 1日から 14日まで行われたこの年次訓練で行

われた初の活動はこれにとどまらない。今回の「ガル
ーダ・シールド 2022」は、その規模から「スーパー・
ガルーダ・シールド」と呼ばれ、オーストラリア、日本、
シンガポールが初参加した。これは、世界の緊張が著
しく高まる中、地域の安全保障に対する脅威に対抗す
るという参加者の決意を反映している。 
インドネシア国軍の司令官であるアンディカ・ペル

カサ大将（Gen. Andika Perkasa）と米国太平洋陸軍

（USARPAC）の司令官、チャールズ・A・フリン大将
（Gen. Charles A. Flynn）が率いてバトゥラハ戦闘演
習センターにて開始された演習には、4,300 人以上の
要員が参加。インドネシアと米国のほか、演習には、
オーストラリア、フランス、日本、マレーシア、ニュ
ージーランド、パプアニューギニア、シンガポール、
韓国、東ティモールを含む 12か国が加わり、カナダ、
インド、英国がオブザーバーとして参加した。
ガルーダ・シールドでは海上作戦も重視し、インド

ネシア、シンガポール、米国の軍艦が初めて合同で演
習を実施した。
フリン司令官は演習の開始にあたり、「我々がこの

ように一緒にいるとき、我々はより強くなる」と述べ、
「チームワーク、相互運用性、そして自由で開かれた
インド太平洋を守り、法治に基づく秩序を維持しよう
とする国家群としての結束を示す重要な機会」だと呼
びかけた。

「スーパー」 演習 高まる地
域的・世界的な 安全保障
上の懸念に対抗

ガルーダ・
シールド

ガスティ・ダ・コスタ（GUSTY DA COSTA）
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これまでの 15回の演習と同様、ガルー
ダ・シールドでは、武器の相互運用性と現
場での調整、衛星のサポートと識別、敵味
方システム、ジャングルでのサバイバルと
都市地形訓練など、さまざまな活動と能力
に焦点を合わせた訓練のほか、水陸両用作
戦や飛行場奪取訓練も実施された。
インドネシアのパジャジャラン大学国

際関係学部のテウカ・リザシャ（Teuku 
Rezasyah）講師は、「スーパーガルーダ・
シールドは、これまでの演習を基に、装備
や手順をテストすることができ、インドネ
シア国軍や他の同盟国・提携国の軍隊の防
衛インフラの必要性を米国がより理解でき
る機会となった」とFORUMに語っている。 
さらに、スーパーガルーダ・シールドは、

米国太平洋陸軍が展開する「オペレーショ

ン・パスウェイズ」の一環として、インド
ネシア国軍が地域の友好と協力の象徴であ
る連合軍や合同軍との協力と実験を拡大す
ることも可能にした。 
フリン司令官は、「ガルーダ・シールド

が昨年から規模を拡大し、今年の夏、こう
してすべての軍部が参加する多国籍合同演
習へと拡大したことを誇りに思う」とした
上で、「これは、米国とインドネシアの絆
と、この重要な地域における陸上部隊の関
係強化の象徴だ ... 陸上部隊は、この地域
の安全保障構造を結び付ける役割を担って
いる。我々は、準備態勢を整え、人間関係
を築き、信頼を築くことによって、共にそ
れを実現する。このように我々の力を結集
することで、地域の安全保障を永続的なも
のにしていく」と述べた。

2022 年 8月にイン
ドネシアのバトゥラ
ジャで行われたスー
パー・ガルーダ・シ
ールドで作戦行動を
行うインドネシア、
日本、米国の軍の空
挺部隊。  
ニコル・サルヴァティエール

（NICHOLLE SALVATIERRA） 
軍曹 / 米国陸軍
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緊張の高まり
超大型であること示す「スーパー」という名称、新
たな顔ぶれ、地政学的な狙いなどは、この演習が行
われた状況を反映している。
2009 年のガルーダ・シールド以来、インド太平

洋地域では、南シナ海での領有権主張の対立や、中
国の軍事的プレゼンスの増大、地域内外での戦略的
野心などにより、緊張が高まりつつある。 
これに対し、地域のパートナーは、中国と人民

解放軍による地域を不安定化する行動には、ガルー
ダ・シールドに代表される強力な同盟が対応するこ
とを示すために団結した。インドネシアのペンバ
ングアン大学ジョグジャカルタ校（Pembangunan 
Nasional Veteran in Yogyakarta）の国際関係専
門家ニコラウス・ロイ（Nikolaus Loy）氏は、
FORUM対し「この演習はインドネシアと米国の防
衛協力の一環だが、地域の潜在勢力に対して、変化
が起きたときに密接な防衛協力が行われていること
を伝えるメッセージでもある」と語った。
ロイ氏は「この演習は、世界と地域の戦略的な変

化に対応するための試みだ」とも述べた上で、日本が
実効支配する尖閣諸島をめぐる日本と中国の紛争、ラ
ダック山岳地帯をめぐるインドと中国の紛争、核武装

した北朝鮮による地域に不安定化を招くミサイル実験
などの予測不能な行動、ロシアによるウクライナへの
無謀な侵攻とその後の戦争など、台湾問題を筆頭に、
安全保障上の課題が山積みであることを指摘した。
インドネシアは中国や他の沿岸国間の南シナ海

紛争の当事者ではないものの、関連する懸念を抱い
ている。2016 年に国際仲裁裁判所により棄却され
た中国の広範な海洋権益の主張は、南シナ海の南部
（インドネシアでは「ナトゥナ海」として知られて
いる）でインドネシアの排他的経済水域と重なって
いる。中国船団による違法漁業や中国船のインドネ
シア人乗組員への虐待等に加え、中国政府のこうし
た主張は中国のパブリックイメージをさらに低下さ
せる対立を引き起こしている。 
南シナ海のマラッカ海峡沿いにあるリアウ諸島

にスーパー・ガルーダ・シールドの一部を配備した
ことは、中国漁船が近隣海域に侵入していることや、
同諸島が同海域の行政首都であることからも重要性
が高い、とアナリストは指摘する。
一方、中国が地域的な野心的な姿勢を強める一

方で、中国共産党の軍事力の拡大が懸念されている。
カーネギー国際平和財団によると、2021 年、米国
の情報機関の評価は、中国人民解放軍が徐々に、し

スーパーガルーダ・シールド 2022 で、
ターゲットと交戦する米軍の AH-64 アパ
ッチ攻撃ヘリコプター。AP 通信
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かし着実に、中国共産党の外交政策マシンの非常
に機敏で戦力投射型の部門へと変貌し、世界中で
軍事外交と作戦に従事していると記述している。

非同盟・中立の立場の見直し
公式には、インドネシアが長い間掲げてきた非同盟・
中立の方針は依然として強固であり、同国の文民・
軍事指導者は、その防衛態勢と外交政策はどの国に
も向けられていないと述べている。ペルカサ司令官
は記者団に対し、「近隣諸国とは皆友人である。こ
の演習は誰に対するメッセージでもない」と強調し、
「これこそが我々を強くするもの、我々の連帯感だ」
と語った。 
ペルカサ司令官は、中国が第 1回ガルーダ・シ

ールドと2012年と2013年の2回のインドネシア・
中国軍事演習に参加したが、中国政府が 2022 年の
演習に関心を示すことはなかったと指摘した上で、
「もし、彼らがこの訓練を優先的に考えていないの
であれば、それは問題ない」と述べ、インドネシ
アは中国と演習を行うことに今後も前向きである
ことを付け加えた。
パジャジャラン大学のテウカ氏は、中国共産党

に対する懸念から、人民解放軍のスーパーガルーダ・
シールドへの参加は不可能だと述べた。中国と東
南アジア諸国との間で続く海洋領土問題や、「自由
で開かれたインド太平洋」を維持することの重要
性などの問題が、協力の障壁となっていた。 
中国は依然としてインドネシア最大の貿易相手

国だが、経済パターンの変化により、この地域の
経済大国に対するインドネシアの依存度は低下し
ていると考えられる。東南アジア最大の国、そし
て世界第4位の人口を誇るインドネシアの地位は、
特にインド太平洋において、独自のプレーヤーと
なることが十分に可能であることを意味する。例
えば、オーストラリアの対中強硬路線やインドネ

シア政府のオーストラリア政府との関係強化は、
地域の重要な動きと見なされている。
スーパーガルーダ・シールドの他の参加国と同

様に、インドネシアも同盟国や提携国とより緊密
に連携し、地域及びより広範な安全保障を育んで
いることを示す兆候は他にもある。インドネシア
のジョコ・ウィドド大統領は、2022 年 7月に東京
を公式訪問した際、日本の演習参加を重要視した
と伝えられているほか、バトゥラジャでの演習開
始直前に日本の岩本剛人防衛政務官がジャカルタ
で関係者と会談している。

パートナーシップの強化
過去数十年間と同様、米国は今後も地域の安全保障
と安定に重要な役割を果たすだろう。スーパー・ガ
ルーダ・シールドの参加国のほとんどが米国の同盟
国や提携国であり、インドネシア国軍は今でも米国
の身近なパートナーとして認識されていると、イン
ドネシア国軍の元戦略情報局長のソレマン・ポント
ー（Soleman Pontoh）氏は FORUMに語っている。 
しかし、スーパーガルーダ・シールドは、イン

ドネシアの主権に対する地域の脅威に対処するた
めの単なる手段ではないことが証明された。この
演習は、地域の安全保障パートナーシップの本質
を明らかにしたが、スーパーガルーダ・シールドは、
多くの面で地理的条件を超越したものとなった。
地上レベルでは、インドネシアと米国をはじめと
するインド太平洋諸国の間で、個人的・文化的な
関係を築くための舞台を提供した。  
スーパー・ガルーダ・シールドでは、参加国が

志を同じくする同盟国や提携国との信頼関係や、
将来の真の軍事的関係の強固な基盤となる異文化
間の共通理解について、より深い認識を得ること
ができた。o
ガスティ・ダ・コスタは、インドネシア発信の FORUM 寄稿者。

スーパー・ガルーダ・シールド 2022 を視察するインドネシア国
軍のアンディカ・ペルカサ将軍（左）と米国インド太平洋軍司令
官ジョン・C・アキリーノ大将（Adm. John C. Aquilino）（右）。
AP 通信

スーパーガルーダ・シールドで日米の空挺部隊による三国間空挺訓
練を終えたインドネシア兵に空挺兵章（ジャンプウィング）を装着
するフリン米国太平洋陸軍司令官（左）と日本陸上総隊幕僚長の牛
嶋築陸将（右）。米国太平洋陸軍
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有能で
適応力に富む 

パートナー

リムパック 2022 での空襲水陸両用襲撃訓練に備え、オーストラリア海軍のHMAS キャン
ベラの飛行甲板で隊列を組むオーストラリア陸軍兵士、マレーシア陸軍空挺部隊、スリラ
ンカ海兵隊員たち。マシュー・ライアル（SEAMAN MATTHEW LYALL）上等水兵 / オーストラリア海軍
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22022 年 6月 29 日から 8月 4日まで、最大規模の隔年開催の国際海上演習「環太平洋合同演習
（RIMPAC：リムパック）」に 26か国、25,000 人
の隊員が集結した。ハワイ諸島と南カリフォルニ
アで 5週間にわたり行われた訓練では、自由で開
かれたインド太平洋を確保するために同盟国や提
携国の能力を強化し、公海上でのアクセス、安全、
セキュリティを促進する関係やスキルを構築する
ための環境を醸成した。 
このような状況の中、日本の海上自衛隊第 4

護衛隊群司令の平田利幸海将補と、オーストラリ
ア海軍護衛艦隊司令官のポール・オグレディ代将
（Commodore Paul O’ Grady）が、リムパックお
よび演習のテーマである「有能で適応力のあるパ
ートナー」の考え方や本質について FORUMの取
材に応じた。
平田海将補は水上戦担当の専門家でもあり、リ

ムパックでは、統合任務部隊の副司令官と人道支援・
災害救援（HADR）部隊の司令官を務めた。オグ
レディ代将も同じく水上戦の将校として幅広く活
躍してきた経験を持ち、リムパックでは、連合部
隊の海上部門司令官を務めた。

FORUM：リムパック 2022 の最大の特徴は？

平田海将補（以下平田）：7 月 11 日から 18日にか
けて行われたリムパックHADR演習では、HADR
部隊の司令官を務めました。海上自衛隊と米国だ
けでなく、他の国も司令部や下部組織に加わり、
軍だけでなく、いくつかの民間機関も加わって、
すべてを調整したことは非常にエキサイティング
なことでした。ハワイ州との合同演習として実施
したことも、我々全員にとって非常に良い経験と
なりました。

オグレディ代将（以下オグレディ）：38 隻の艦船、
3隻の潜水艦、多数の航空機とその素晴らしい乗
組員からなる海上部隊を指揮したことは、個人的
にも仕事としても大きな節目となりました。また、
250 人の多国籍本部スタッフとともに、さまざま
なタスクフォースを運営・調整したことも大きな
経験となりました。このスタッフには、オースト
ラリアとカナダからのコア・スタッフ・プランナ
ーも含まれており、海上部門副司令官も参加しま
した。合計 19か国のあらゆる指揮レベルのスタッ
フを関わらせ、艦船の支援だけでなく、戦術的な
戦闘能力を高めるために協力させる必要がありま
した。これにより、戦術段階において、医療支援、
海上部門だけでなく航空部門にもまたがる動的な
射撃、その他の支援要素を含む作戦上の機能を確
保することができました。多国籍軍の司令官とし
て、また個人的にもキャリアのハイライトとして、
非常にエキサイティングな経験でした。このよう
なチームと部隊を調整する機会を得たことは、私
個人にとって初めてでした。 

FORUM：リムパック司令官のマイケル・ボイル
海将（Vice Adm. Michael Boyle）は、演習中に、
国際的なパートナーとの協力の鍵は、相互運用性
だけでなく互換性にあると述べていますが、それ
ぞれの軍にとってどのような意味を持ちますか？

平田：海上作戦では、この互換性が非常に広い範
囲にわたると思います。例えば、今回私は人道支援・
災害救援作戦を他の海上作戦と一緒に実施しまし
た。一方で、オグレディ代将は海上警備などの海
上作戦や多国間作戦を実施されましたから、（作戦
の種類は）たくさんありますね。国によっては、
その国の目的の違いから、あまり経験のないもの
もありますし、こうした経験をつうじていろいろ
な状況への対応力が養われる場合があります。 

オグレディ：全軍を通じて、そうしたケースが
ありました。ひとつ挙げるとすると、オースト
ラリア海軍の水陸両用強襲揚陸艦「HMAS キャ
ンベラ」にはオーストラリア陸軍が乗船してい
ましたが、オーストラリアからの航行中にスリ
ランカ海兵隊とトンガ海兵隊が乗船し、ハワイ
に到着するまで一緒に訓練を行っていました。
リムパックが始まる前に、すでに演習が始まっ
ていたわけです。ここに到着後は、米国海兵隊
のMV-22 オスプレイが合流し、3週間ほど滞在

FORUM インタビュー： 

2 人の主要軍事指導者が

振り返る環太平洋演習
FORUM スタッフ
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しました。クルーやチームと共に船内で生活
を共にし、オペレーションやメンテナンスの
すべてを行うのは初めてのことでした。そし
て、オーストラリアの船から海兵隊の航空機
でトンガの海兵隊、スリランカの海兵隊、オ
ーストラリアの陸軍を派遣したのです。これ
こそまさに、互換性を象徴する例だと思いま
す。リムパックには他にもさまざまなこうし
たケースが見られますが、オーストラリア派
遣軍司令官として、パートナー同士が、他の
人が持っていない能力を発揮することで、お
互いを高め合い、より多くの成果を実現でき
るという、まさに互換性の好例を経験しました。

FORUM： 今回の演習では、どの国と緊密に連
携しましたか？ 

平田：米国は同盟国の一部であり、その海軍は
我々にとって最も近い存在です。また、日本と
オーストラリアの間にも非常に緊密な関係があ
ります。

オグレディ：この緊密な関係によって、我々は
クアッド（日米豪印戦略対話）などを通じて、
演習や活動の調整を行うための他の方法を検討
することができます。こうした多国間・二国間
関係の多くは、リムパックという大きな枠組み
を通じて強化されています。つまり、ゼロから
始めるのではなく、他の演習や活動に移行する
際にも、ある程度の継続性があるのです — 	
これは素晴らしいことだと思います。

FORUM：二人が会ったのは今回が初めてです
か？

オグレディ：平田海将補とは旧知の仲です。我々
と（カナダ海軍の）統合任務部隊副司令官クリス・
ロビンソン少将（Rear Adm.Chris Robinson）
は、2015 年にロードアイランドの米海軍大学で
共に学んだ中です。今回、仲間とともに密接に
仕事ができたことは、私にとって素晴らしい経
験となりました。以前にも互いを訪問し、リム
パックのリーダーチームの指揮官として協力す
る方法を学ぶという素晴らしい機会にも恵まれ
ました。

「専門的な観点から見る
と、リムパックで最も嬉
しかったのは、人道支援・
災害救援作戦の司令官を
務めたことです。でも、
個人的な視点で言えば、
リムパックで一番良かっ
たのは、友人たちと一緒
に仕事ができたことです

– 平田利幸海将補

リムパック 2022 の期間中にハワイのフォード島で再会した
（左から）海上自衛隊の平田利幸海将補、カナダ海軍のクリ
ストファー・ロビンソン少将、オーストラリア海軍のポール・
オグレイディ代将。3人は2015年に米国海軍大学校を卒業。
カイリー・ヤギエロ（KYLIE JAGIELLO）上等水兵 / オーストラリア海軍

」 
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FORUM：次にお二人が一緒に仕事をする機会は
いつですか？

オグレディ：まだ、その辺は模索中というところ
です。

平田：実現するといいですね。専門的な観点から見
ると、リムパックで最も嬉しかったのは、人道支援・
災害救援作戦の司令官を務めたことです。でも、個
人的な視点で言えば、リムパックで一番良かったの
は、友人たちと一緒に仕事ができたことです。 

オグレディ：全く同感です。今回のリムパックは
個人的にも大きな充足感を味わいました。これら
のことを共有し、他の司令官と関係を深めたりす
ることは、この数か月で形成されたものではなく、
何年もかけて構築されたものです。そのため、通
常ではありえないような深い会話や行動を共にす
ることができるのです。 

FORUM：自衛隊の統合部隊化が進んでいますが、
これは海上自衛隊にどのような影響を与えるので
しょうか？

平田：資源を含む多くの理由から、共同運用は非
常に重要です。現在の複雑な治安状況の中、自衛
隊の作戦はクロスドメインで展開されています。
すべてのドメインがこうした作戦に参加していま
す。つまり、航空領域、海上領域、地上領域、サ
イバー領域、時には宇宙領域が作戦に参加し、非
常に複雑化しています。合同演習は、協力すると
いう目標を達成し、部隊が合同で作戦を行うこと
を可能にするものです。（リムパックでの）人道支援・
災害救援の実施にあたっては、本部で合同・複合
部隊による作戦を実施しました。 

オグレディ：リムパックのもうひとつの素晴らし
い点は、今回艦船や航空機の乗組員に出会ったの
ですが、（2022 年 9月にオーストラリアで）開催
されるカカドゥ 2022 演習で、彼らとすぐに再会で
きることです。リムパックほどの規模ではありま
せんが、大規模な多国間演習でもあり、南西太平
洋諸国の他のパートナーも参加するなど、リムパ
ックで新たにした、あるいは始まった繋がりを別
の環境でも継続できるようになっています。これ
は素晴らしいことです。

FORUM：インド太平洋地域で進化する脅威を抑
止する上で、これらのイベントはどのように役立
ちますか？

オグレディ：相互運用性・互換性だけでなく、	

真の信頼関係の構築につながるほか、信頼の源と
なる人間関係の機会をもたらします。お金で簡単
に手に入るようなものではありません。努力を注
がなければならないし、継続的な努力が必要です。
新型コロナウイルスの影響により一時的に中断さ
れ、ビデオ会議を通じて多くのことを行うよう余
儀なくされましたが、ようやく、こうしてリムパ
ックやカカドゥの演習が再開され、再び顔を合わ
せて共に活動できるのは素晴らしいことです。

FORUM：最後に、海洋安全保障の観点から一言
お願いします。

平田：我々は、常に「自由で開かれたインド太平洋」
の実現を目指しています。自由で開かれた地域を
確保するためには、この演習のように協力して海
上安全保障について共通の認識を持つ機会を持つ
ことが重要です。また、互換性・相互運用性を実
現することも非常に重要です。

FORUM：リムパックに何か変化を求めていますか？

オグレディ：リムパックには、米国海軍が主催す
る世界最高水準の素晴らしい訓練環境があり、我々
はここに参加できることを非常に幸運に思ってい
ます。ですが、ここに着いて帰るまでの道のりに
はかなりの時間を要します。戦力を適切に維持し、
すべてのパートナー国が望む戦力を投入できるよ
うにするのは、時に困難なことです。それはまさ
に「距離の過酷さ」であり、インド太平洋地域の
大きさや規模に対処することでもあります。だか
らこそ、ハワイへの往復自体が演習の一環だとい
えます。 o

リムパック 2022 の演習に備え、HMAS キャンベラの飛行甲
板で隊列を組むオーストラリア陸軍の兵士たち。 
マシュー・ライアル（SEAMAN MATTHEW LYALL）上等水兵 / オーストラリア海軍
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韓
国の国境沿岸の海岸にゴミが打ち寄せられると、ゴミ

の「宝物」を探すカン・ドンワン（Kang Dong Wan）

の姿がしばしば見られる。

韓国東亜大学で教えるカン教授は、「北朝鮮でどんな製品が

製造され、人々がどんなものを使っているかを知ることができ

るので、これは非常に重要な材料になる」と語った。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、世界で最も閉

鎖された国の一つである北朝鮮の内部で何が起こっているのか

を外部の人々が知ることがますます困難になったため、彼はこ

のような一風変わった情報収集方法に目を向けざるを得なくな

った。

ゴミの種類、量、精巧さは、金正恩総書記が国民の要求を満

たし、生活を向上させるために、さまざまな消費財の生産と産

業デザイン部門の拡大を推進しているという北朝鮮の国営メデ

ィアの報道を裏付けるものだと、彼は考えている。金正恩氏は

権威主義的な統治を行っているが、社会主義的な公的配給制度

が崩壊し、パンデミックにより経済的苦境が一層悪化したため、

資本主義的な市場で製品を購入する消費者の嗜好を無視するこ

とができない状況だ。

カン教授は「現在の北朝鮮国民は、市場や経済とは何かとい

うことを実感してきた世代だ。核開発に固執し、国民を抑圧・

統制するだけでは、金正恩は国民の支持を得ることはできない」

と指摘し、「彼の時代に変化があることを示す必要がある」と続

けた。

パンデミック以前から、カン教授は定期的に中国国

境の町を訪れ、そこに住む北朝鮮人と交流していた。ま

た、北朝鮮製品を購入したり、川向こうの北朝鮮の村々

を撮影したりしてきた。しかし、中国のウイルス対策で

外国人旅行者が制限されているため、行くことができな

い状況が続いている。

カン教授は 2020 年 9 月以来、韓国の西海岸

にある国境沿いの 5 つの島を訪れ、スナックの袋、

ジュースのパウチ、キャンディの包み紙、飲み物

のボトルなど北朝鮮のゴミ約 2,000 個を回収して

いる。

調味料、アイスキャンディー、スナック菓子、

牛乳やヨーグルトなどのカラフルな包装材が何十

種類も漂着しているのには驚いた、とカン教授は

語る。多くにはグラフィック要素やアニメキャラ

クター、多彩なフォントが使用されている。欧米

の基準からすると時代遅れであったり、韓国や日

本のデザインのコピーと思われるものもある。

北朝鮮の健康問題に焦点を当てたウェブサイ

トのアン・キョンス（Ahn Kyung-su）氏は、「国

営メディアの放送や出版物を通して北朝鮮の商品

やパッケージデザインの多様性を研究している専

門家は多いが、カン教授のゴミ収集によってより

徹底した分析が可能になる」と述べた。

カン教授の研究は、新たな興味深い情報ももたらしてくれる。

例えば、ジュースのパウチに記載されている成分表からは、北

朝鮮が砂糖の代用として木の葉を使っていることがうかがえる。

これについて、砂糖や砂糖の加工設備が不足しているからでは

ないか、とカン教授は考えている。

同氏はさらに、30 種類以上の人工調味料のパックが発見さ

れたということは、北朝鮮の家庭では、スープやシチューに使

う肉や魚など、より高価な天然食材を買う余裕がない可能性が

あるという。多くの韓国人が健康への懸念から人工調味料を使

用しなくなっているのとは対照的だ。

洗剤のビニール袋には、「主婦の味方」「女性に優しい」など

のフレーズが書かれている。男性中心の北朝鮮社会にはそうし

た仕事をするのは女性だけという前提があり、社会における女

性の地位の低さを反映しているの可能性もある。

一部の包装紙には、誇大な効果が謳われているものもある。

ある包装紙には、「クルミ味のスナックケーキは肉よりも優れた

タンパク源だ」と記され、その他にも「コラーゲンアイスは子

供の身長を伸ばす」、「肌の弾力性を高める」と謳うものもある。

さらに、ある種の微細藻類を使ったスナック菓子が、糖尿病、

心臓病、老化を防ぐとしているものもあった。

カン教授は、ゴミ収集は北朝鮮の人々をより理解し、将来統

一された場合に分断された朝鮮半島の溝を埋める方法を研究す

るための試みだと語っている。

北朝鮮のゴミを
宝に変える

記事および写真提供：AP 通信

今後の期待
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2022 年 2 月、コロンボで行われた独立記念日の祝典で行進するスリランカ軍兵士たち。

最後の写真IPDF 最後の写真

かしら、右！
AP 通信

IPDF



68 IPD FORUMFORUM

今すぐ登録：
www.ipdefenseforum.com/subscribe
郵送でのお申し込みはこちらまで：
IPD FORUM Program Manager 
HQ USINDOPACOM, Box 64013 
Camp H.M. Smith, HI 
96861-4013 USA
以下を明記してください。
▶ 氏名
▶ ご職業
▶ 役職または階級
▶ 郵送先住所
▶ メールアドレス

無料定期購読

インド太平洋防衛フォーラムは、イン
ド太平洋地域の軍事・安保問題専門家
の方々を対象に無料提供している軍事
雑誌です。

www.ipdefenseforum.com

的確で意義深い 
オンライン記事

アプリを 

ダウンロード

FACEBOOK、TWITTER、INSTAGRAM、
WHATSAPP（@IPDEFENSEFORUM）＆
LINE（@330WUYNT）でフォローしてください。

一部の地域ではご利用いただけないプラットフォーム
もあります。

新しい	コンテンツを 毎日掲載！

11の
言語で

 

お読み
いただ

けます
！


